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概要

本研究は，非線形波動変調に基づく構造物損傷の検知と位置推定に関する研究であ

る．非線形波動変調とは，粗面同士の接触界面が微小な相対運動を行うことによって，

界面に入射する弾性波動の散乱特性が変化し，その結果，散乱波動場が変調を呈する

現象である．き裂，はく離した接着面，緩んだボルト締結部などは粗面同士の接触界

面を伴うため，これらの損傷を有する物体に高周波波動（プローブ波動）を入射する

と同時に，低周波振動（ポンプ振動）を与えると接触面が動き，高周波波動に変調が

生じる．この変調を評価することによって損傷の有無と程度を捉えようとするのが非

線形波動変調法である．しかし同手法では損傷位置の推定を行うことができなかった．

本論文でははり構造物を対象として，同手法を基礎とする二つの新たな損傷位置検出

手法を提案した．

第 1章では構造物の保守点検の現状を述べた後，非破壊検査技術と構造ヘルスモニ

タリングに必要な技術とそれに関連する既往研究を示した．また，接触界面の非線形

性に着目した損傷位置推定の既往研究に関してまとめ，本研究の目的を示した．

第 2 章では，打音検査の高機能化を図ることを目的として，ポンプ振動としてイ

ンパクトハンマ加振による振動を用いた損傷位置推定手法を提案した．初めに，打音

検査の概要と問題点を示し客観的指標に基づく損傷位置検出および評価手法の必要性

を述べた後，非線形波動変調に基づく損傷位置推定の有用性について論じた．ティモ

シェンコはり理論にのっとった振動計測から構造物を伝播する波動成分を推定する波

動分離法について説明した後，インパクトハンマ加振によって単一の正弦波で構成さ

れるプローブ波動に生じる変調を復調した波動場の伝播理論を構築し，構築した理論

に基づき損傷の両側に存在するセンサアレイに復調波動が到達するまでの時間差と群

速度で表される損傷位置推定式を用いた損傷位置推定手法を提案した．また，はり試

験片に模擬損傷を設けた実験装置を用いた実験により精度よく損傷位置推定が可能で

あることを示した．

第 3章では，過去の非線形波動変調現象に基づく損傷検知手法では事前に調査が必

要であったプローブ波動の周波数選択作業の簡略化を目的として，広帯域高周波波動

をプローブ波動として用いた損傷位置推定手法を提案した．複数の共振周波数を内包

する広帯域高周波波動を用いることでプローブ波動の周波数帯域の時変波動伝達関数



を短時間フーリエ変換により推定する．分散関係に基づき周波数領域から波数領域の

記述に変換し短時間逆フーリエ変換することで反射強度の空間―時間マップが得られ

る．得られた反射強度の空間―時間マップより反射強度の空間分布に生じる反射強度

のピークとして損傷の位置が求められ，損傷位置における反射強度の時間変動の周波

数解析をすることで損傷が面接触を有する損傷であるかを判別することができる．時

変波動伝達関数を推定する際に必要な平均化手法について述べたのち，単一の模擬損

傷を設けたはり試験片を用いた損傷位置推定実験の結果，固定端境界位置における反

射強度の時間変動は低周波成分に同期せず，接触面を有する損傷の位置における反射

強度の時間変動がポンプ振動に同期して変動することを示した．次に，複数の模擬損

傷を設けたはり試験片を用いた損傷位置推定実験の結果，センサアレイに最も近い損

傷位置を推定することができたが，背後に存在する損傷の位置推定は困難であること

を示した．これは，本手法で推定した反射強度の空間―時間マップが一度の反射のみ

を考慮したものであることが原因である．

第 4章では，インフラ構造物において最もよく用いられている部材接合法のひとつ

であるボルト継手に関して，非線形波動変調現象によって生じる反射強度の時間変動

に基づき健全性を評価する手法を提案した．初めに，振動環境下においてボルト緩み

が生じる問題について述べたのち，反射強度の時間変動に基づく損傷評価指標を定義

し接触面を有する損傷の健全性評価手法を構築した．複数のボルトにより構成される

ボルト継手を一つ設けたはり試験片を用いた締付トルク管理による健全性評価実験を

行い，センサアレイに最も近い位置のボルトが過剰締付トルクと過少締付トルクの場

合に損傷評価指標が上昇することを確認した．一方，提案した損傷評価指標はセンサ

アレイからみて遠い位置にあるボルトの締付トルク変化には鈍感であった．これは第

3章で論じたと同様に，本手法が一度の反射のみを考慮したものであるためであり，ボ

ルト継手を構成する複数のボルトの位置すべてがプローブ波動の反射点になるためセ

ンサアレイに近い位置のボルトの反射強度のピークによって遠い位置のボルトの反射

強度のピークが消されてしまったことが原因である．

第 5章では本論文の各章で得られた知見をまとめ，今後の展望について述べた．
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第 1 章 序論

1.1 背景

近代以降，世界各国において社会を構成する構造物は急速な進化を遂げている．特

に，自動車や鉄道などの交通手段の発展や水，電気，ガスなどの資源利用を前提とし

た社会構築に伴い，道路や橋梁，トンネル，鉄道網のような交通インフラ設備，上下

水道や浄化槽などの水道網や火力発電所や原子力発電所などの電気供給のための発電

所や変電所などの発変電プラントのような生活に欠かせないエネルギ関連のインフラ

設備など社会インフラ設備は 1970 年代以降大量に建設された．現在，これらの社会

インフラ構造物が寿命を迎えており，2000年代より様々な事故が発生している．特に

大きな事故となったものに 2007 年にアメリカミネソタ州の高速道路の一部であるミ

ネアポリス橋梁が崩落した事故がある．崩落発生時，高速道路は混雑しており 13名が

死亡，100名以上が負傷する惨事となった．この橋は 1967年に建造されたトラス橋で

あり，事故後のアメリカの国家運輸安全委員会によるレポート (1) から橋梁に多数の

損傷が発生していたことが判明している．日本においてもこの事故は注目されており，

事故発生後に国土交通省が現地に調査チームを派遣し事故の原因や発生時の状況など

を調査するとともにアメリカの専門家と情報共有，意見交換を行っている (2)．ほかに

も，疲労き裂が原因で生じた 1983 年のコネチカット州のマイアナス橋の鋼桁の崩落

(3) など 1980 年代からアメリカにおいて社会インフラ構造物の事故が発生している．

Fig. 1 Deterioration of structure performance.
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日本においても，鋼橋において鋼桁橋の桁の腐食，破断が 2003年に徳島県船戸西橋，

2004年に福島県請戸川橋，沖縄県辺野喜橋，2006年に奈良県山添橋，宮城県生瀬橋，

宮崎県上祝子橋，2008年に熊本県糸田橋で，トラス橋の斜材の腐食，破断が 2007年

に秋田本荘大橋，三重県木曽川大橋，大分県筒井大橋で，アーチ橋の吊材，桁の腐食，

破断が 2008年に秋田県本田橋，千葉県君津新橋で発見されている (4)．コンクリート

橋においても塩害による床版や主桁の損傷が 2005年に山形県北蔵橋，広島県興亜橋，

沖縄県中学橋，2007年に青森県野辺地橋で，2008年に石川県村中橋で，アルカリ骨材

反応による床版，主桁の損傷が 2000年に新潟県小花橋，2006年に石川県朝日避溢橋

で，その他の経年劣化による主桁の損傷が 1997年に宮崎県加久藤橋，2004年に青森

県法量橋，秋田県湖山橋，2005年に岐阜県朝丸橋，2006年に鹿児島県後田橋で発見さ

れている (5)．このように日本各地の社会インフラ構造物において損傷が発見されてい

るが，これらは橋梁の例であり，社会インフラ構造物全体ではさらに多くの損傷事例

が発生している．なかでも，事故に発展した事例として 2012 年に中央自動車道の笹

子トンネルにおいて天井板が崩落する事故 (6) が関係者に与えた衝撃は大きく，老朽化

する社会インフラ構造物への喫緊の対策を掲げた関係省庁による国家的なプロジェク

トの契機となった．

近い将来にインフラ構造物の建て替えが必要となるが建て替えにかかる費用は膨大

であることから，現在の設備を今後もできる限り使用を続けながら危険度の高い構造

物から順に建て替えを行うことが求められている． Fig. 1に示すようにインフラ構造

物を建設したときの初期性能から経年劣化や災害により性能は低下していく．性能が

要求性能を下回ってしまうと事故が発生してしまうが，その前に補修作業を行うこと

で現在の構造物を長寿命化し長期間使用を続けることができる．そのためには正確に

構造物の状態を把握するとともに保守点検作業を適切に行うことが重要であり一連の

作業の重要性が増している．

現在は事前に作成された保守点検計画に基づく定期的な保守点検作業（タイムベー

スのメンテナンス）が行われているが，損傷の発生から事故に至るまでに検知するこ

とが求められるので十分な頻度で検査を行うように設計されている．これに対し検査

対象物の状態量を元に保守点検を行うこと（コンディションベースのメンテナンス）

によりコストの削減が期待できる．一方で，先進国において少子高齢化による労働可

能人口の減少が問題となっており検査及び保守点検作業に従事する技術者の減少や技

術伝承が困難になりつつある．現在の検査手法は検査対象領域に直接アクセスして作

2



業を行う必要があるため，検査コストおよび長時間の作業による技術者の人数の確保

が困難になりつつある現状ではコンディションベースのメンテナンスの導入は困難で

ある．

1990年代に提案された構造ヘルスモニタリングの概念はこの問題を解決するもので

ある．構造ヘルスモニタリングとは，検査対象構造物にセンサやアクチュエータなど

の検査システムを埋め込み，有線または無線デバイスによりデータを転送することで

検査領域に直接アクセスすることなく検査をするものである．この概念によれば構造

物の供用を続けながら検査を行うことができ，検査データを一極集中的に管理するこ

とで作業者および作業時間の削減が可能となる．そこで本章では保守点検作業の現状

と検査手法の分類について述べ，構造ヘルスモニタリング手法の必要性と研究の現状

をまとめるとともに本研究の目的を述べる．

1.2 構造物維持管理と検査・モニタリング技術

保守点検作業は故障，事故が発生してから行う事後保全と設備の故障，事故に発展

する前に保守点検を行う予防保全に大別される．インフラ構造物において事故が発生

すると重大な被害が発生することが予測されるため事後保全は不向きであることから

予防保全が行われている．予防保全には一定の時間間隔で保守点検作業を行うタイム

ベースのメンテナンスと構造物の状態を定量的に評価し保守点検作業を行うコンディ

ションベースのメンテナンスに分けられる．コンディションベースのメンテナンスは

構造物の状態を監視しながら供用を継続するものであり，分類の仕方によってはタイ

ムベースのメンテナンスの予防保全に対してコンディションベースのメンテナンスを

予知保全と区別することもある．現在の保守点検作業は事前に制作した保守点検計画

に基づく時間基準の保守点検作業を行い，注意すべき損傷やその予兆を検知した場合

に保守点検計画の修正をしながら供用を続け事故に発展するまでに修復を行うことが

多くなっている．

保守点検作業は大まかに Fig. 2に示すように保守点検計画の立案，検査，診断，必

要に応じた計画の修正，補修の工程で構成される．この中で検査，診断の工程の監視

技術において非破壊検査による評価を用いることが多い．

ここで，検査とモニタリングの違いについて述べる．一般的に検査は一回の検査が

独立して損傷を評価しているのに対し，モニタリングは継続した検査による状構造物
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の状態変化によって損傷を検出するものと分けることができる (8)．国土交通省の第 1

回社会インフラのモニタリング技術活用推進検討委員会によると，点検技術は構造物

の状況をある時間断面（定期点検など）で計測し，基準などに照らして評価する技術で

あるのに対し，モニタリング技術は構造物の状態を常時もしくは複数回で計測し，状

態の変化を客観的に把握する技術であるとされている (9) このように検査，点検とモニ

タリングは継続的に評価を行うかどうかという点で異なるものであるが，検査におい

て用いられる非破壊検査技術はモニタリングにおいても損傷検知技術として用いるこ

とができる．

そこで，3節に非破壊検査の概要と既往研究を，4節に構造ヘルスモニタリングの概

要と既往研究について述べる．

Fig. 2 Process of maintenance.
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Table 1 Nondestructive inspection method(10).

Inspection method Target failure Target material

(Surface/Internal failure)

Visual testing Surface failure Everything

Hammering testing Internal failure Everything

Ultrasonic testing Internal failure Everything

Magnetic particle testing Surface failure Ferromagnetic material

Penetrant testing Surface failure Non-porous materials

Eddy current testing Surface failure Conductive material

Radiographic testing Internal failure Everything

Acoustic emission testing Surface/Internal failure Everything

Infrared thermography testing Internal failure Non-metal material

1.3 非破壊検査と既往研究

現在用いられている非破壊検査手法を Table 1に示す．各非破壊検査手法について

簡単に述べる．

目視検査は検査者が検査対象部位を目で見て表面に現れているひびや割れ，腐食な

どの損傷を見つける手法である．表面に生じた損傷を見つけることができるが損傷程

度の評価は検査者の主観に依存するため，他の検査手法の前段階として行われること

が多い．目視検査を行うためには検査者が検査対象部位を目視できることが必要であ

るため，インフラ構造物に適用するためには膨大な検査時間と検査者の安全確保や人

件費などコストの増大が問題となる．これを解決するために，橋梁との接触回避制御

を組み込んだ橋梁目視検査用マルチコプタの開発 (11) やワイヤレスカメラを用いた画

像診断技術の開発 (12)，カメラを搭載した概観検査用ロボットの開発 (13)，配管内部を

走行し内部から外観検査を行う能動スコープカメラの開発 (14) などのカメラを用いた

ものが研究されている．

打音検査に関しては第 2章において詳しく記述するが，構造物をハンマで叩くこと
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で損傷が存在することによる発生する音の変化を検査者が耳で聴くことにより損傷を

検知するものである．目視検査と異なり内部に存在する損傷を検知することができる．

超音波探傷検査は構造物に超音波を入力し損傷部において散乱された波を計測する

ことで損傷を検知する手法である．この検査手法は超音波を用いることで内部に存在

する微小な損傷を検出可能であり様々な検査現場で行われているが閉じた損傷の検出

が困難であるという問題点がある (15)．この問題に関しては本章 5節にて詳しく記述

する．

磁粉探傷検査は強磁性体の検査対象部材を磁場の中におくことで磁化された材料表

面や表面直下の損傷が磁束を遮るため損傷の両端に磁極が現れ磁束が表面に漏洩する

ため，この部分に鉄粉や着色，蛍光磁粉などの検査液をかけると磁極に液が吸引され

て欠陥の形状を鮮明にすることができる検査手法である．大西ら (16) によって石油輸

送ラインの大径溶接鋼管の内外面を検査する磁粉探傷検査装置の開発が行われている

ほか，森ら (17) が鋼道路橋の鋼床版の溶接部の溶け込み深さが疲労き裂の磁粉探傷検

査への影響を検討している．

浸透探傷検査は浸透液を検査対象部に塗布し表面の浸透液を除去した後，現像液を

塗布することで損傷部に浸み込んだ液により損傷形状を観察することができる検査手

法である．藤岡 (18) によって圧力容器への適用例が紹介されている．また長谷川ら

(19) によって凍害によるコンクリートのひび割れ本数をひび割れ部分の染色で変化す

る明度差の測定によって簡易評価する方法が検討されている．

渦電流探傷検査は導電性のある検査対象物に交流を流したコイルを近づけることで

電磁誘導によって検査対象物に生じる渦電流の損傷に起因する変化をインピーダンス

の変化として検出する検査手法である．瀧川ら (20) によってレールのきしみ割れの検

出が行われているほか，安岡ら (21) によって CFRP積層板の欠陥検出手法が提案され

ている．

放射線透過検査は放射線を検査対象物に照射し内部を透過させ，検査対象物背後に

設置したフィルムに感光し投影することで内部の欠陥や構造を調べる検査手法である．

この手法は非接触計測であるが検査対象物の背後にフィルムを設置する必要があり，

後藤ら (22) によって予防保全技術として火力設備配管への適用が行われている．

アコースティックエミッション検査は検査対象構造物内で損傷が発生する際に開放

される弾性エネルギによって引き起こされる波動伝播をセンサにより検知することで

損傷を検知する手法である．この手法は超音波探傷検査と同様に構造物を伝播する波
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動に基づく検査手法であるが，アクティブに構造物に超音波を入力する超音波探傷検

査と異なり損傷発生に伴い開放される弾性エネルギを用いたパッシブな検査手法であ

る．宮川ら (23) はすばる天体望遠鏡の主鏡に形成される微小傷の検出に関してアコー

スティックエミッションを利用して検出することを検討している．山田ら (24) は大型

石油タンクの底部の腐食損傷診断を行っている．また村田ら (25) によって RC造梁の

曲げ破壊によって生じる AE計測実験が行われているほか，湯山 (26) による社会基盤

構造物の AE連続モニタリングや友田ら (27) による鉄筋コンクリートの鉄筋腐食のモ

ニタリングが行われているが，損傷発生時にセンシングしている必要があるため常時

観測が必要となる．

赤外線サーモグラフィ検査は検査対象構造物から放射される赤外線エネルギを検出

し，表面温度分布としてとらえることで損傷形状を示す検査手法である．非接触計測

であり内部に存在する損傷の形状を高精度で検出できるが非金属材料にのみ適用可能

であるとともに検査対象構造物内の温度変化が必要であるため太陽光などの熱源を想

定したコンクリート構造物に対して，中村ら (28) によるかぶりコンクリートはく落予

測法の開発や岩波ら (29) による鋼・コンクリート間の空隙評価手法，増田ら (30) 鄭ら

(31) による欠陥の深さを推定する手法が研究されている．

1.4 構造ヘルスモニタリングと既往研究

1.4.1 構造ヘルスモニタリングの構成要素

航空宇宙工学の分野において提案された構造ヘルスモニタリングの概念は，近年イ

ンフラ構造物の老朽化問題に対しても有用であると考えられており様々な研究が行わ

れている．振動，波動を利用した構造ヘルスモニタリングシステムを構成する要素は

Fig. 3に示すように状態量の計測，データ解析，診断の 3つに大別できる．

Fig. 3 Elements of structural health monitoring.
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状態量の計測には加振 (アクティブな検査手法の場合)，センシング，センサフュー

ジョンとネットワーク構築などの技術が必要となる．加振，センシングにはアクチュ

エータ，センサが必要となるが，近年これらの機能を内包した圧電素子や磁歪材料，

形状記憶合金などのスマート材料の開発が盛んに行われている．航空宇宙工学の分野

では光ファイバを埋め込んだスマート構造材料が古くから研究されており，構造ヘル

スモニタリングへの適応に関する研究も多く存在する．Giurgiutiu ら (32) による航

空構造物のアクティブセンシングへの適用や Udd ら (33) が複合材料に適用した例，

Maaskantら (34) による橋梁のモニタリングへの適用例などがある．

圧電素子は応力をかけると電圧が発生する圧電効果と電圧を印加すると歪みが発生

する逆圧電効果による電気エネルギと機械エネルギを可逆的に変換可能な素子であり，

アクチュエータやセンサとして用いることができる．西村ら (35) は構造物と圧電素子

のカップリングを利用して，損傷に起因する構造物の機械インピーダンスの変化を圧

電素子の電気インピーダンスの変化として計測することによる損傷検知を行っている．

磁歪材料は材料に巻いたコイルに電流を流し磁界をかけることで材料を磁化させた

ときに材料が伸縮する磁歪効果，材料を伸縮させると材料がより強く磁化される逆磁

歪効果によって電気エネルギと機械エネルギを可逆的に変換可能な材料であり，アク

チュエータやセンサとして用いることができる．圧電素子では電気エネルギとして電

圧に変換されていたが磁歪材料では電流に変換されるという違いがある．超磁歪材料

の開発 (36) 以降，江田ら (37) による振動センサの開発などの研究が行われている．

形状記憶合金は変態点よりも高い温度において弾性変形しても元の形状に回復する

形状記憶効果と弾性変形の領域が鋼材料などよりもはるかに広いという超弾性の特性

を持つ合金であり，主にアクチュエータとして用いられている．また酒井ら (38) は

Ti-Ni系形状記憶合金を RCはりの主筋に用いることで超弾性による自己修復機能を

もったはり部材の挙動の検討を行っている．これらの材料は従来のセンサと異なり構

造部材に埋め込んで使用することが容易であるため構造ヘルスモニタリングへの応用

が期待されている．

計測したデータフュージョンやネットワーク構築に関して，長井ら (39) は加速度

データのような 10ms以下の短いサンプリング周期のデータをセンサ内にストアする

ことなく随時データ収集ホストへ転送するワイヤレスセンサシステムを用いたリアル

タイムな構造ヘルスモニタリングに関する研究を行っている．長山ら (40) は膨大な計

測データを各ノードが有する計算機能により分散処理することでデータの集約を効率
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Fig. 4 Forward problem and inverse problem.

的に行う手法を提案している．Mitchellら (41) はWebからコントロールできるワイ

ヤレスセンサネットワークシステムを開発している．

データ解析には解析モデル，逆解析，数値解析手法などの技術が必要となる．解析

モデルは取り扱う問題に合わせた検査対象構造物を質点，バネ，ダンパなどで表現す

る集中定数系や棒の縦振動やはりの曲げ振動，トラス構造などの連続体にモデル化を

行う分布定数系，多数の微小要素に分割する有限要素モデルなどの物理モデルに抽象

化をし，物理モデルを数式で表現する数学モデルにすることで定量的な評価が可能と

なるため重要な要素である．

順問題と逆問題の違いを Fig. 4に示す．順問題とは入力と構造物モデルが既知の場

合に出力がどのようになるかを求める問題でありこの解析を順解析という．それに対

し，逆問題とは入力と出力が既知である時に構造物モデルを推定する問題でありこの

解析を逆解析といい，構造ヘルスモニタリングでは基本的に逆問題を解くことで損傷

を検知する．

線形系などの簡単な物理モデルの場合厳密解が得られるが，多くの構造物は複雑な

系であり厳密解を得ることが困難な場合がある．この時に用いられるのが有限要素

法や境界要素法などの数値解法，等価線形化法や摂動法などの近似解法であり，コン

ピュータの発達した現在において逆解析の強力なツールとなっている．

最後に，診断技術には，損傷指標，余寿命推定，位置推定や可視化技術が必要であ
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Fig. 5 Aproach level of structural health monitoring.

る．損傷評価指標は損傷の程度を表すために必要であり，損傷状態に依存して敏感に

変化するものである必要がある．いつまで要求性能を下回ることなく供用を継続でき

るかを損傷評価指標に基づいて判断する技術が余寿命推定である．

また損傷位置推定は構造物のどこに損傷が存在するかを判定する技術であり，疲労

き裂や複合材料のはく離などのどこで発生するかわからない損傷検知において非常に

重要な技術である．

損傷検知手法で得た情報を技術者にどのように表示するかは重要であり，可視化技

術は重要な要素である．たとえば，赤外線サーモグラフィ検査では，検査対象構造物

から放射される赤外線エネルギを表面温度分布としてとらえ，表面温度分布をカラー

バーで表すことで欠陥形状を表している．

1.4.2 構造ヘルスモニタリングの分類

上記に示したような技術をもって構造ヘルスモニタリングシステムを構成するので

あるが，どのようなモニタリングシステムを構築するかによってアプローチの違いが

ある．

一つに，検査対象構造物全体を検査対象とする場合をグローバルモニタリング，局

所的な範囲をモニタリングする場合をローカルモニタリングに分けられる． Fig. 6(a)

に示すように，グローバルモニタリングの場合には構造物全体を一質点系でモデル化

したり階層ごとの多質点系で近似することが多く，少ないセンサでシステム構築がで
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(a) Global monitoring.

(b) Local monitoring.

Fig. 6 Model difference of structural health monitoring.

きるが詳細な損傷位置はわからないことや構造物全体に影響を及ぼすレベルの損傷で

なければ検知できないという問題点がある．そのため地震などの自然災害による大規

模な被害を想定した場合に選択されることが多い．一方， Fig. 6(b) に示すように

ローカルモニタリングでは構造物を構成する部材ごとに着目しオイラーベルヌーイは
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りやキルヒホッフ板などの連続体モデルを用いることが多く，詳細な損傷位置の検知

や微細な損傷の検出が可能であるが，システム構築に多数のセンサを要することから

導入費用の増大が問題となる．

また，システム構築にアクチュエータによる加振を含むかどうかによってアクティ

ブシステムかパッシブシステムかに分けられる．アクティブシステムは非破壊検査の

ように検査対象構造物に加振を加えたときの応答より損傷検知を行うシステムである．

それに対してパッシブシステムは外乱による検査対象構造物の加速度や変位の計測や

アコースティックエミッションの検出などがあげられる．

損傷検知をどのように行うかに関しても異常信号の検出とシステム同定に分類がで

きる．アコースティックエミッション信号のように損傷によって生じる異常信号を検

出する手法は構造物のモデル化の必要がないが発生した異常信号の発生時に計測して

いないと検出できない．対してシステム同定は構造物を何らかのモデルに置き換えて

損傷に起因するシステムの変化をモデルのパラメータの変化としてとらえる手法であ

り，システムのモデルを仮定することが必要であるが損傷がシステムに与える変化を

とらえるため異常信号検出法と異なり損傷発生時の計測を必須としない．

構造ヘルスモニタリングシステムの設計時には検査対象構造物の供用環境によって

これらの分類から適したものを選択する必要がある．

現在社会インフラ構造物に対する構造ヘルスモニタリングシステムの導入事例とし

てギリシャの Rion antirion bridge(44) やアメリカの Huey P. long bridge(45)，ロン

ドン地下鉄 (46) などがあげられる．国内でも構造ヘルスモニタリングシステムの導入

例として東京都内や横浜市に立地した鉄骨構造で耐震，免震，制震構造を持つ事務所

への適用 (47) や鉄道河川橋梁への適用 (48) などはあるものの，ニーズの高さと比較し

て導入が進んでいないのが実情である．

本研究では構造物の経年劣化を検知対象としているためローカルモニタリングシス

テムを想定している．また橋梁などの構成部材は一次元構造物，とりわけはりモデル

と近似できることが多く，検査対象物ははり構造である．

1.5 接触界面における非線形性に着目した損傷検知手法

検査とモニタリングの双方において損傷検知技術は重要である．特に，振動や波動

に着目した損傷検知手法は検査，モニタリングの両方に適応可能であり，内部に存在
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する損傷を検知することができる利点がある．部材レベルなどの比較的小さい領域の

検査を行うときに超音波を用いた損傷検知技術は微小な損傷の検知に有用であること

から頻繁に用いられる．本節では，超音波探傷検査の問題点と接触界面の非線形性に

着目することでこの問題を解決しようとする既往研究について述べる．

超音波探傷検査は超音波を検査対象構造物に入力し損傷における散乱特性によって

発生する波動を検出することで損傷を検知する手法であり，損傷検出限界寸法は入力

する超音波の波長の 1/2～1/5程度といわれている (49),(50)．入力した超音波の波長は

非常に短いため内部の微小な損傷も検知することができるため様々な検査現場で用い

られている．しかし超音波探傷では損傷において超音波が散乱することを利用してい

るが，疲労き裂や複合材料のはく離，接着部の不完全接合などの nmオーダーの空隙

をもつ損傷では局所的に接触している接触界面を超音波がほとんど散乱しないため損

傷の検知が困難であるという問題を抱えている (15)．この問題に対して，非線形超音

波を用いた検査手法が提案されている (51),(52),(53),(54)．

古くから知られている構造物の非線形性に材料非線形性と幾何学的非線形性がある

(55),(56)．材料非線形性とは構造物の材質に起因するものであり，粘弾性体や弾塑性

体，クリープなどが代表的なものである．それに対して幾何学的非線形性は変形量が

大きくなることで荷重と応力の関係が非線形になるものである．これらの非線形性と

比較して，接触を伴う界面や弱結合界面において著しい非線形性が生じることが知ら

れており，Solodov によって nm オーダーの空隙をもつ損傷を含む構造物に数十 nm

程度の大振幅超音波を入力すると空隙を構成する面同士の局所的な衝突，摩擦により

大きな非線形性が生じる接触音響非線形性の概念が提唱された (57),(58),(59)．接触音

響非線形性によって生じる高調波や分数調波に着目することで従来の超音波探傷では

検出が困難であった nmオーダーの空隙をもつ損傷を検知する手法は Buckら (60) が

提案している高調波に着目した疲労き裂検知手法をはじめとして，秋野ら (61) による

サブハーモニック波に着目した疲労き裂検知手法など様々な手法が提案されている．

また三原はサブハーモニック波計測のための大振幅超音波送信技術について検討して

いる (63)．

しかし，構造ヘルスモニタリングシステムへの適用を考えると大振幅超音波を入力

することは困難である．この問題に対し，非線形波動変調に基づく損傷検知手法が提

案されている．非線形波動変調とは Fig. 7に示すように低周波振動により損傷を開閉

させることで損傷に入力される高周波波動の散乱特性が低周波振動に同期して変動す
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Fig. 7 Conceptual illustration of nonlinear wave modulation.

Fig. 8 Relationship between gap distance and contact pressure in the vicinity of

contact interface(68).

るため，高周波波動の振幅や位相に変調が生じる現象であり，振動音響変調 (65),(66)

とも呼ばれる． Fig. 8(68) に示すように損傷を構成する面同士が静的な接触圧により

局所的に接触している状態を考えると，引張力が作用すると接触面同士が引き離され

て空隙が広がることで真実接触面積が減少し，圧縮力が作用すると接触面同士が押し

付けられることにより真実接触面積が増加する．単位面積当たりの圧縮力，すなわち

接触圧が高くなるにつれ空隙の変化に対する抵抗は大きくなるため空隙の大きさと接

触圧の関係は Fig. 8に示すように非線形になる．この曲線の傾きが接触圧に対する剛

性となる．接触音響非線形性では nmオーダーの大振幅超音波を入射することで接触
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界面の変動を生じさせているが，非線形波動変調では大振幅の低周波振動で接触界面

の変動を生じさせるためより大きな剛性変動が生じる．本論文では，疲労き裂や複合

材料のはく離，接着不良，ボルト締結部のボルト緩みなどの接触界面における非線形

性を有する損傷を「接触面を有する損傷」と呼称する．

非線形波動変調に基づく損傷検知手法では環境外乱や稼働振動などを低周波振動と

して用いることができるため構造ヘルスモニタリングに適している．本研究では低周

波振動をポンプ振動，高周波波動をプローブ波動と呼ぶ．Parsonsら (69) はき裂検知

手法を提案しているほか，Chysochoidis ら (70) ははく離の程度評価に有用であるこ

とを示している．林 (71) は薄板構造内のき裂検出に関する研究をしており，パイプ内

き裂の検出に有効であることを示している．また，増田ら (72),(73) は圧電インピーダ

ンス法と組み合わせたベースラインフリーな検査法である非線形圧電インピーダンス

変調法を提案しており，疲労き裂の検出や接着不良の検出に有効であることを示して

いる．

損傷位置の推定に関しては Kazakov ら (74) がトーンバースト信号を高周波波動に

用いた手法を提案している. また，Sutinら (75) は非線形波動変調スペクトロスコピー

と時間反転操作による波源探査手法を組み合わせることで損傷位置を求めている．し

かし，定常な高周波波動を用いた損傷位置推定手法に関する研究はまだ十分ではない．

これを踏まえて次節では本論文の目的と構成について述べる．

1.6 本論文の目的と構成

本研究では，構造物維持管理に必要な検査及びモニタリングの双方に適用可能な損

傷検知技術として，損傷部における非線形波動変調に基づく損傷位置推定手法を構築

することを目的とする．1 次元構造物であるはりを対象構造物として，波動伝播に着

目した二つの損傷位置推定手法を提案する．

ひとつは現在の検査作業において最もよくおこなわれている検査手法の一つである

打音検査の高機能化を目的として，ポンプ振動としてインパクトハンマ加振による振

動を利用した非線形波動変調に基づく損傷位置推定手法を提案する．これにより検査

対象部材の一部を打撃することで広範囲を一挙に検査できるため，構造物の一部に

アクセスできない場合などにも打音検査が行えることが期待できる．次に，増田らに

よって提案されている非線形波動変調に基づく損傷検知手法 (76) においてはプローブ
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波動にガイド波を選択するという仮定があるため構造物の固有振動数をプローブ波動

の周波数として用いるが，損傷が進行するに従って固有振動数は低下していくためプ

ローブ波動の入力周波数を追従して変化させる必要があった，本研究では広帯域高周

波波動を用いることで高周波波動に含まれる複数のガイド波成分の情報を用いて損傷

位置を推定する手法を提案することで，入力高周波波動を変化させる必要がなくなり

手法の簡便化につながることが期待できる．

以上の目的にそって本論文は本章を含め全 5章で構成されている．第 1章では社会

インフラ構造物の検査に関する現状と非破壊検査技術，構造ヘルスモニタリングに関

する既往研究について述べたのち，接触界面の非線形性に着目した損傷検知手法につ

いて概要をまとめ本論文の目的と構成を示す．第 2章では打音検査の高機能化を目的

としたインパクトハンマ加振をポンプ振動に用いた損傷位置推定手法について述べる．

初めに，打音検査のメリットとデメリット，既往研究についてまとめたのち提案する

手法のメリットを述べる．次に，本研究の基礎技術であるティモシェンコはりモデル

に則った波動分離法を提案する．その後，非線形波動変調によって生じる復調波動の

伝播モデルを導出し，導出したモデルに基づく損傷位置推定手法を提案する．また，

非線形波動変調に起因して剛性変動するオイラーベルヌーイはりのプローブ波動の振

幅や位相が復調波動に与える影響を考察する．最後に提案手法の有用性を示すために

模擬損傷を設けたはり試験片を用いた損傷位置推定実験を行い精度よく損傷位置の推

定ができることを示す．

第 3章では従来法において必要な作業であった高周波波動の周波数選択の作業を省

略することを目的として，プローブ波動に広帯域高周波波動を用いた損傷位置推定手

法を提案する．従来の非線形波動変調法の検査手順について示し，初めに，構造物の

検査対象範囲に入出力される波動成分を用いて定義される波動伝達関数が非線形波動

変調により時変になることに着目し短時間フーリエ変換を用いた時変波動伝達関数の

推定法を提案する．推定した時変波動伝達関数をティモシェンコはりの分散関係式を

考慮して周波数領域から波数領域に変換したのちに波数領域から空間領域へ逆フーリ

エ変換をおこなうことで反射強度マップに時間情報を付加する手法を提案する．得ら

れた反射強度の空間ー時間マップより接触音響非線形性を有する損傷位置を求めるこ

とができる．提案した損傷位置推定手法の有効性を示すために模擬損傷を設けたはり

試験片を用いた損傷位置推定実験を行い接触音響非線形性を有する損傷位置で反射強

度の時間変動がポンプ振動に同期していることを示す．
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第 4章では接触面を有する損傷の一つであるボルト締結部のボルトゆるみを取り上

げる．ボルト締結の締結法の概要を示し，振動によってボルトゆるみが発生する問題

について述べる．損傷位置における反射強度の時間変動は接触界面の状態を顕著に表

していると考えられるため，反射強度の時間変動に基づく損傷程度評価指標を提案す

ることで従来法では得られなかった損傷位置の情報と損傷程度の情報をともに得るこ

とができると考えられる．本章では複数のボルトで締結されたボルト締結部を有する

はり試験片を用いたボルト締結部の健全性評価実験を行い，センサアレイに近い位置

のボルトが過少締付トルクと過剰締付トルクの場合にボルト締結部における反射強度

に起因する損傷指標が上昇すること，センサアレイから遠い位置のボルトの締付トル

ク変化には鈍感であることを示す．

第 5章では本論文の各章で得られた知見をまとめ今後の展望について述べる．
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第 2 章 インパクトハンマ加振を受けるはり構造物における非線形波

動変調に基づく損傷位置推定

2.1 緒言

社会インフラ構造物の検査において最もよくおこなわれる検査の一つに打音検査が

ある．打音検査はハンマで検査対象部を打撃した際に生じる打撃音を耳で聴くことに

(a) Acoustic radiation caused by local deforma-

tion.

(b) Acoustic radiation caused by free vibration.

Fig. 9 Acoustic radiation caused by impact excitation(77).
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より損傷を検知する手法である．人間が耳で聴くことのできる音は人によって異なる

が，おおむね 20Hzから 20kHzの周波数帯域であり，この周波数帯域の空気振動が感

知できる．

構造物を打撃した際に耳で感知する音となるまでの過程を Fig. 9 に示す． Fig.

9(a)に示すように構造物をハンマで打撃すると構造物表面が局所的に変形し，これを

波源とする弾性波動が構造物内を伝播する．同時に，局所変形による放射音が空気振

動として伝播し耳に到達する． Fig. 9(b)に示すように構造物内を伝播する弾性波動

により構造物が縦振動や曲げ振動などの振動モードで振動する．この自由振動によっ

て構造物表面に接する空気層が加振されるため放射音が発生し，空気振動として伝播

し耳に到達する．ここで，構造物内部に損傷が存在すると構造物内を伝播する弾性波

動の伝播挙動が局所的に変化し固有振動数や振動モード形状が変化するため放射音に

もその変化が反映され耳にで聴く音に違いが生じる．

しかし健全時と損傷時の音の変化を聞きわけることは非常に高い技術を必要とし，

検査作業者の体調や聴覚の感度などの条件にも検査精度が左右されてしまう．そのた

め，打撃音をマイクロホンで計測を行い解析することで損傷の有無を評価する研究

(77),(78),(79) がなされており，打撃力に対する打撃音の振幅比や周波数分布に着目する

ことで損傷の検知が可能となることが示されている．

局所変形による放射音は打撃位置において発生するものでありこの位置付近でセン

シングする必要がある (77)．それに対し構造物内を伝播する弾性波動に着目すると波

動が伝播する範囲であればセンサ配置に自由度がある (77)．そのため打撃した際に発

生する弾性波動を加速度センサや変位センサなどを用いて計測し解析する検査手法

(82) が提案されており，複数のセンサを用いて波動の伝播範囲をセンシングし波動伝

播の逆解析を行うことで損傷の位置や大きさを検出することが可能であることが示さ

れている．これらの手法は検査精度が検査作業者の体調や個人差に因らないため，客

観的な評価が可能となるため有用である．

また，社会インフラ構造物の検査において検査作業者が直接アクセスして作業する

ことが困難な場合があり，打音検査で検査することが困難な箇所が存在する．この問

題を解決するために，近年打音検査ロボットに関する研究が盛んに行われており，走

行あるいは飛翔型ロボットに打撃機構を取り付けたもの (80),(81) などが開発されてい

る．これらのロボットの小型化が進むことで人間が直接作業をするには解体作業が必

要な場所に入り込んで検査をすることも期待されている．

19



そこで本章では打音検査の高機能化を目指し，構造物に埋め込み可能なスマート材

料である圧電素子をセンサ及びアクチュエータとして用い，ポンプ振動としてインパ

クト加振による振動を用いた非線形波動変調現象に基づく損傷検知手法を開発するこ

とを目的とする．

2.2 波動分離法

はじめに，ティモシェンコはりの波動解に基づく波動分離法について記述する．増

田ら (83) は一次元構造物の構造ヘルスモニタリング手法の開発を目的として複数の加

速度センサによって構成されるセンサアレイで計測した曲げ振動の計測値から構造物

上を伝播する波動成分を求める波動分離法を提案している．この手法ではオイラーベ

ルヌーイはりの波動解に基づいた波動分離法を提案しているが，本研究で用いる高周

波波動の周波数領域においてはオイラーベルヌーイはりと実際の実験系の誤差が大き

くなるため，回転慣性とせん断変形を考慮したティモシェンコはりの波動解に基づく

波動分離法を用いる必要がある．

一様なはりのティモシェンコはりの運動方程式は，y(x, t)を曲げ変位，ρを密度，A

を断面積，E を縦弾性係数，I を断面二次モーメント，κをせん断係数，Gを横弾性

係数とすると式 (1)となる．

ρA
∂2y(x, t)

∂t2
+ EI

∂4y(x, t)

∂x4
− ρI

(
1 +

E

κG

)
∂4y(x, t)

∂t2∂x2
+

ρ2I

κG

∂4y(x, t)

∂t4
= 0 (1)

式 (1)の一般解は式 (2)となる．

y(x, t) =
(
C1e

−jk1x + C2e
jk1x + C3e

−jk2x + C4e
jk2x

)
ejωt (2)

ただし，j は虚数単位である．ここで固有円振動数 ω と波数 k の関係を表す分散関係

式は式 (3)となる．

k2 =
1

2EI

±

√(
ρI − ρEI

κG

)2

ω4 + 4ρAEIω2 + ρI

(
1 +

E

κG

)
ω2

 (3)

式 (2)において，式 (3)の一項目が正符号の波数を k1，負符号の波数を k2 とおくと，

k1 は常に実数となり伝達項である．これに対し，k2 は低周波数域においては虚数とな

り非伝達項であるが，高周波数域では実数となり伝達項に変化する．k1 は低次の振動

モードより存在する曲げモードの振動を表し，k2 は低周波数域では曲げの定在波，高
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Fig. 10 Sensor array.

周波数域では高次の振動モードにおいて表れる高次の曲げモードの振動を表す．k2 の

低周波数域と高周波数域は式 (3)の右辺全体の符号によって決定され，低周波数域の

条件は式 (4)である．

ω2 <
κGA

ρI
(4)

k2 が低周波数域の場合，解はオイラーベルヌーイはりと同じ形で記述できる．ここ

で，低周波数域で生じる定在波は支持境界や加振位置などでその影響を無視すること

はできないが，これらの点から離れるに従い指数関数的に減少するため，センサ位置

がこれらの点から十分離れている場合は無視できる．また，周波数が高くなるにつれ

て距離に応じた減少は大きくなるため，本研究で高周波波動として使用する帯域では

その影響は無視できると考える．このとき解は波数 k1 の項のみで構成され，式 (5)と

なる．

y(x, t) =
(
C1e

−jk1x + C2e
jk1x

)
ejωt

= yf (x, t) + yb(x, t) (5)

ここで，yf (x, t)，yb(x, t)は進行波，後退波である．

今， Fig. 10 に示すように一次元構造物上に設置された n 個のセンサで構成され

るセンサアレイを考える．センサ iで計測される曲げ振動 yi (x, t)のフーリエ変換値

を ŷi (x, ω)とすると，センサ間の距離 dに応じて波動に生じる位相差を考慮してセン

サ 1 の位置における進行波 yf1(x, t)，後退波 yb1(x, t) のフーリエ変換値 ŷf1 (x, ω)，
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ŷb1 (x, ω)を用いて関係式式 (6)が得られる．
ŷ1 (x, ω)

ŷ2 (x+ d, ω)
...

ŷn (x+ (n− 1)d, ω)

 =


1 1

e−jk1(ω)d ejk1(ω)d

...
...

e−jk1(ω)(n−1)d ejk1(ω)(n−1)d


[

ŷf1 (x, ω)

ŷb1 (x, ω)

]
(6)

式 (6)を擬似逆行列を用いて波動成分を曲げ振動の計測値で記述すると波動分離式式

(7)が得られる．

W = (H∗H)−1H∗Y (7)

ただし，

Y =


ŷ1 (x, ω)

ŷ2 (x+ d, ω)
...

ŷn (x+ (n− 1)d, ω)

 (8)

H =


1 1

e−jk1(ω)d ejk1(ω)d

...
...

e−jk1(ω)(n−1)d ejk1(ω)(n−1)d

 (9)

W =

[
ŷf1 (x, ω)

ŷb1 (x, ω)

]
(10)

である．

2.3 単一の高周波波動を用いた非線形波動変調に基づく損傷位置推定

理論

2.3.1 損傷部を波源とする復調波動の波動伝播モデル

Fig. 11に示すような損傷位置 xd の面接触を有する損傷が存在するはり構造物を考

える．式 (5)より構造物上を伝播している進行波 yinf (xd, t)と後退波 yinb (xd, t)が損傷

部に入力され，損傷部で散乱されて進行波 youtf (xd, t)，後退波 youtb (xd, t)が出力され
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る．損傷部の透過率を T (t)，反射率を R(t)とおくと損傷部に入力される波動と出力

される波動の関係は式 (11)で表される．[
youtf (xd, t)

youtb (xd, t)

]
=

[
T (t) R (t)

R (t) T (t)

] [
yinf (xd, t)

yinb (xd, t)

]
(11)

ここで単一の周波数で構成される高周波波動を想定しその周波数を ωp とおくと，損

傷に入力される波動は式 (12)と式 (13)で表される．

yinf (xd, t) = Y in
f ejωpt (12)

yinb (xd, t) = Y in
b ejωpt (13)

式 (12)と式 (13)を式 (11)に代入すると損傷部から出力される波動を表す式 (14)が

得られる． [
youtf (xd, t)

youtb (xd, t)

]
=

[
T (t) R (t)

R (t) T (t)

] [
Y in
f ejωpt

Y in
b ejωpt

]
(14)

損傷部に入力される進行波，後退波のフーリエ変換値を ŷinf (xd, ω)，ŷinb (xd, ω)と損

傷部から出力される進行波，後退波のフーリエ変換値を ŷoutf (xd, ω)，ŷoutb (xd, ω)，損

傷部の透過率，反射率のフーリエ変換値を T̂ (ω)，R̂ (ω)とすると式 (14)を周波数領

域で書き直すと式 (15)となる．[
ŷoutf (xd, ω)

ŷoutb (xd, ω)

]
=

[
T̂ (ω − ωp) R̂ (ω − ωp)

R̂ (ω − ωp) T̂ (ω − ωp)

][
Y in
f

Y in
b

]
(15)

また，伝播距離に応じて生じる位相差を考慮すると，損傷部から出力され伝播する任

意の位置 xにおける波動のフーリエ変換値 ŷoutf (x, ω)，ŷoutb (x, ω)は式 (16)となる．[
ŷoutf (x, ω)

ŷoutb (x, ω)

]
=

[
e−jk(ω)d 0

0 ejk(ω)d

] [
T̂ (ω − ωp) R̂ (ω − ωp)

R̂ (ω − ωp) T̂ (ω − ωp)

][
Y in
f

Y in
b

]
(16)

Fig. 11 Wave propagation model.
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ここで，波数 k (ω)を ωp 周りで線形化近似して逆フーリエ変換すると式 (17)となる．[
youtf (x, t)

youtb (x, t)

]
=

[
e−j(ωpt−kp(x−xd)) 0

0 ej(ωpt−kp(x−xd))

]
[

T
(
t− v−1

g (x− xd)
)

R
(
t− v−1

g (x− xd)
)

R
(
t+ v−1

g (x− xd)
)

T
(
t+ v−1

g (x− xd)
) ] [

Y in
f

Y in
b

]
(17)

ただし，kp，vg は ωp における波数，群速度であり vg = dω
dkp
である．式 (17)をまと

め直すと式 (18)となる．

[
youtf (x, t)

youtb (x, t)

]
=


(
T
(
t− v−1

g (x− xd)
)
Y in
f

+R
(
t− v−1

g (x− xd)
)
Y in
b

)
e−j(ωpt−kp(x−xd))(

R
(
t+ v−1

g (x− xd)
)
Y in
f

+T
(
t+ v−1

g (x− xd)
)
Y in
b

)
ej(ωpt−kp(x−xd))

 (18)

式 (18) は損傷位置 xd から任意の位置 x に伝播する高周波波動を表す式であり，損

傷位置 xd を基準として正の側に存在するセンサアレイでは一行目の進行波 youtf (x, t)

を，負の側に存在するセンサアレイでは二行目の後退波 youtb (x, t) を観測することに

なる．これを振幅に関して復調した復調波動は式 (18)の絶対値をとったもの，位相復

調波動は偏角をとったものとなる．

そこで，youtf (x, t)，youtb (x, t)の絶対値の二乗をとると式 (19)，式 (20)となる．∣∣∣T (
t− v−1

g (x− xd)
)
Y in
f +R

(
t− v−1

g (x− xd)
)
Y in
b

∣∣∣2
=

∣∣∣T (
t− v−1

g (x− xd)
)
Y in
f

∣∣∣2 + ∣∣R (
t− v−1

g (x− xd)
)
Y in
b

∣∣2
+Y in

f Y in
b T

(
t− v−1

g (x− xd)
)
R
(
t− v−1

g (x− xd)
)

+Y in
f Y in

b T
(
t− v−1

g (x− xd)
)
R
(
t− v−1

g (x− xd)
)

(19)

∣∣∣R (
t+ v−1

g (x− xd)
)
Y in
f + T

(
t+ v−1

g (x− xd)
)
Y in
b

∣∣∣2
=

∣∣∣R (
t+ v−1

g (x− xd)
)
Y in
f

∣∣∣2 + ∣∣T (
t+ v−1

g (x− xd)
)
Y in
b

∣∣2
+Y in

f Y in
b T

(
t+ v−1

g (x− xd)
)
R
(
t+ v−1

g (x− xd)
)

+Y in
f Y in

b T
(
t+ v−1

g (x− xd)
)
R
(
t+ v−1

g (x− xd)
)

(20)

ただし，上付きバーは複素共役を意味する．式 (19)，式 (20)の右辺は損傷位置におけ

る損傷の開閉による透過率，反射率の時間変動がそれぞれ正負の方向に v−1
g (x − xd)
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だけ平行移動したものから成り立っている．すなわち，損傷部の両側で損傷から伝播

してくる波動成分を抽出し，これを振幅について復調したものは損傷を波源とする互

いに反対の方向に速度 vg で伝播する波動である．位相に関しても同様の伝播速度で伝

播する波動となる．

2.3.2 復調波動の波動伝播特性に着目した損傷位置推定理論

構築した波動伝播モデルよりティモシェンコはりの低周波域の条件を満たしている

場合損傷部から発生した振幅復調波動は群速度 vg (ωp)で伝播する． Fig. 12におい

て，センサアレイ 1，2は損傷からそれぞれ L1，L2 の距離にあり yb1(x, t)，yf2(x, t)

の振幅復調波動は損傷から t1，t2 の時間遅れをもって伝播する．yb1(x, t)と yf2(x, t)

の振幅復調波動間の時間遅れを相互相関法を用いて求める．このとき，センサアレイ

間隔 Lが
L = L1 + L2 (21)

と表せ，既知であるなら，L1 は伝播速度と yb1(x, t)と yf2(x, t)の振幅復調波動間の

時間遅れを用いて式 (22)で求められる．

L1 =
1

2
(L+ vg (ωp) (t1 − t2)) (22)

Fig. 12 Wave propagation path.
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2.4 復調波動場の理論解析

本章で提案した損傷検知手法は定常な高周波波動に生じる変調の変動成分に着目し

たものである．初めに高周波波動の入力電圧が変動成分にどのような影響を及ぼすの

かを調べるために理論解析を行う．

本来ティモシェンコはりの適用範囲ではあるが，非一様はりの理論解析では簡単の

ためにオイラーベルヌーイはり理論に基づいて式展開を行う．ポンプ振動に同期して

接触状態が変動する接触面を有する損傷を剛性の変動で表現すると，圧電素子を用い

て高周波波動を入力したときの面接触を有する損傷が存在する粘性を考慮したオイ

ラーベルヌーイはりの高周波領域における運動方程式は式 (23)である．

ρA(x)
∂2y(x, t)

∂t2
+

∂2

∂x2

{
ηI0(x)

∂3y(x, t)

∂t∂x2

}
+

∂2

∂x2

{
EI(x, t)

∂2y(x, t)

∂x2

}
= τp(x)fp(t) (23)

ここで，y(x, t)は高周波領域における曲げ変位，ρA(x)は線密度，ηははりの粘性，I0

は健全時の断面二次モーメント，EI(x, t)は変動剛性，τp(x)fp(t)は圧電素子による

高周波加振入力である．EI(x, t)は健全時のはりの剛性を EI0(x)とすると式 (24)と

なる．

EI(x, t) = EI0(x) + χc(x)EI0(xc)ϵ(t) (24)

ただし，ϵ(t) ≪ 1は接触面の局所的な剛性変動によって生じる曲げ剛性の変化を表し，

xc は損傷の中心位置である．また損傷の領域を表す支持関数 χc(x)は式 (25)である.

χc(x) = −
{
H

(
x− xc −

lc
2

)
−H

(
x− xc +

lc
2

)}
(25)

H(x)はヘビサイド関数，lc は損傷の長さである．また，τp(x)をデルタ関数 δ(x)を用

いて式 (26)とおく．

τp(x) = −h

2

{
δ′
(
x− xp −

a

2

)
− δ′

(
x− xp +

a

2

)}
(26)

xp は圧電素子の貼り付け位置，aは圧電素子の長手方向の長さである．

δ′(x) = − 1

x
δ(−x) (27)
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fp(t) = αv(t) (28)

式 (24)，式 (28)を式 (23)に代入すると式 (29)になる．

ρA(x)
∂2y(x, t)

∂t2
+

η

E

∂

∂x2

{
EI0(x)

∂3y(x, t)

∂x2∂t

}
+ EI0(xc)

∂2

∂x2

{
χc(x)

∂2y(x, t)

∂x2

}
ϵ(t)

+
∂2

∂x2

{
EI0(x)

∂2y(x, t)

∂x2

}
= τp(x)αv(t) (29)

本手法では高周波波動として単一の周波数で構成される正弦波を入力するため，高周

波波動の角周波数を ωp とすると，入力電圧 V (t)とはりの応答 y(x, t)は式 (31)にお

ける．

y(x, t) = Y (x, t)ejωpt (30)

v(t) = V ejωpt (31)

ここで j は虚数単位である．式 (31)を式 (29)に代入して ejωpt で除すると式 (32)が

得られる．

ρA(x)
{
−ω2

pY (x, t) + jωpẎ (x, t) + Ÿ (x, t)
}

+
η

E

∂2

∂x2

{
EI0(x)

∂2

∂x2

(
jωpY (x, t) + Ẏ (x, t)

)}
+ EI0(xc)

∂2

∂x2

{
χc(x)

∂2Y (x, t)

∂x2

}
ϵ(t)

+
∂2

∂x2

{
EI0(x)

∂2Y (x, t)

∂x2

}
= τp(x)αV (32)

式 (32)の解を式 (33)のように高周波波動の振幅成分 Y ∗(x)と変動成分 ∆Y (x, t)に

分解する．

Y (x, t) = Y ∗(x) + ∆Y (x, t) (33)

式 (32)に代入すると，ϵ(t) = 0のとき，つまり健全時の定常複素振幅の満たすべき式

式 (34)と変動成分の満たすべき運動方程式式 (35)が得られる．

−ω2
pρA(x)Y

∗(x, t) + jωp
η

E

∂2

∂x2

{
EI0(x)

∂2Y ∗(x)

∂x2

}
+

∂2

∂x2

{
EI0(x)

∂2Y ∗(x)

∂x2

}
= τp(x)αV (34)
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ρA(x)
{
−ω2

p∆Y (x, t) + 2jωp∆Ẏ (x, t) + ∆Ÿ (x, t)
}

+
η

E

∂2

∂x2

{
EI0(x)

∂2

∂x2

(
jωp∆Y (x, t) + ∆Ẏ (x, t)

)}
+ EI0(xc)

∂2

∂x2

{
χc(x)

∂2∆Y (x, t)

∂x2

}
ϵ(t) +

∂2

∂x2

{
EI0(x)

∂2∆Y (x, t)

∂x2

}
= −EI0(xc)

∂2

∂x2

{
χc(x)

∂2Y ∗(x)

∂x2

}
ϵ(t) (35)

式 (34)は時間に依存しない方程式であり，復調波動の伝播は式 (35)で表される．式

(34)より圧電素子に入力される電圧の振幅は Y ∗(x)にのみ影響を及ぼす．高周波波動

の健全時の振幅 Y ∗(x) は式 (35) の右辺にのみ含まれており，復調波動場における外

力項とみなせる．そのため圧電素子に入力される電圧の振幅は変動成分の振幅にのみ

影響を及ぼすことがわかる．

また，ϵ(t) ≪ 1より健全時には一様なはりであると仮定すると，式 (35)の第 3項が

復調波動の分散性に与える影響が無視できるため，∆Y (x, t) = ej(ωt−kx) とおいて式

(35)に代入すると分散関係式式 (36)が得られる．

− (ωp + ω)
2
ρA+ j (ωp + ω) ηI0k

4 + EI0k
4 = 0 (36)

これより復調波動の分散関係は構造物の分散関係を高周波の入力の角振動数 ωp 周波

数方向に平行移動したものになる．復調操作は Fig. 13に示すような周波数シフトで

あり，式 (36)は復調操作によって ωp だけシフトしたことを表しており復調波動場の

分散関係として正しいものであることが確認できる．

2.5 単一の高周波波動を用いた非線形波動変調に基づく損傷位置推定

実験

2.5.1 はり試験片の振動モード

初めにはり試験片の振動特性を把握するために有限要素解析ソフト COMSOLを用

いて固有振動数解析を行った．解析条件を Table 2 に示す．1kHz から 15kHz まで

の固有振動数を求め，単一の振動モードを Fig. 14 に示す．Fig. 14(a) のような曲

げモードのほかに Fig. 14(b)のような縦振動モード， Fig. 14(c)のような面内曲げ

モード， Fig. 14(d)のようなねじりモードが確認された．これらの振動モードは単一

の振動モードであるが複数の振動モードが複合している振動モードも存在する．また，

10kHzを超えると Fig. 14(e)や Fig. 14(f)のように幅方向に振動モードを持つよう
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(a) Frequency component of modualated wave.

(b) Frequency component of demodulated wave.

Fig. 13 Frequency shift by demodulation.

になることがわかる．本実験では複雑なモードの連成を避けるため 10kHz以下の範囲

でプローブ波動の周波数を選択する．

Table 2 Parameters of FEM.

Young modulus [Pa] 2.05× 1011

Material density [kg/m3] 7.8× 103

Max value of element size [m] 6× 10−2

Min value of element size [m] 6× 10−4
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(a) Bending mode (1018Hz).
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(b) Longitudinal vibration mode

(1351Hz).
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(c) In-surface bending mode

(1102Hz).
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(d) Torsional mode (1064Hz).
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(e) longitudinal vibration mode of

width direction (10059Hz).

COMSOL 4.4.0.248 ���������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������

(f) Bending mode of width direction

(10245Hz).

Fig. 14 Vibration mode of beam specimen.
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2.5.2 予備実験で用いる装置とティモシェンコはりモデル近似

初めに実験装置の波動伝播特性を調べるために予備実験を行った．実験に用いた

試験片の材質は SS400であり，材料定数は Table 3を用いた．寸法は長さ 3300mm,

幅 50mm,厚さ 6mmであり， Fig. 15に示すように長さが 3000mmになるように両

端をバイスで固定した．高周波波動の入力は信号発生器，信号増幅器を用いて行う．

計測は計測用圧電素子の開放電圧を A/D ボードで計測する．用いる圧電素子は長さ

30mm,幅 20mm, 厚さ 0.5mmの寸法のものを用い，センサアレイを構成する圧電素

子の間隔は 1mmに設定している．圧電素子は面積内の平均値が応答値となるので圧

電素子の中央位置同士の距離をセンサ間隔とし，本研究では 31mmと設定している．

ここで用いるセンサアレイは，圧電素子を 2枚でひと組のセンサアレイとして使用し

ている．はじめに，この試験片を用いて Fig. 15に示すような実験構成を組み，高周

波領域における試験片の共振周波数について調査した．本実験では高周波波動を入力

するために信号発生器 Signal Generator(NF製)，信号増幅器 (NF製)を使用する．

信号発生器から信号増幅器を通じて振幅 30Vp-p で 10kHz～40kHz まで 1 秒間で

変化させるスイープ波を入力した．計測には計測器 ADボードWE7000(横河電機製)

を用い，サンプリング周波数は 1MHzとした．この時の各圧電素子の開放電圧の周波

数応答を Fig. 16,拡大したものを Fig. 17に示す．これらをみると，10kHz～15kHz

の間に高いピークが集中していることが分かる．この中でもピークが高い 12.4kHz～

13kHzを拡大すると 12.65kHzで全ての圧電素子の応答がピークになっていることが

分かる．

次に，ティモシェンコはりモデル近似の妥当性について調査した．ティモシェンコ

はりモデルへの近似の妥当性に関する検討としては，ESPRIT法 (84) などにより波数

を推定する手法があげられるが，本実験で用いるセンサアレイは波動分離に必要最低

限である 2 枚のセンサしか使用していないため波数自体を推定することはできない．

よって，ここでは波動分離を行う際に波数が関係する e−jkd, ejkd の kdがセンサ間の

Table 3 Parameter of specimen.

Young modulus[Pa] 2.05 × 1011

Material density[kg/m3] 7.8 × 103
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Fig. 15 Experiment setup of sweep input.
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Fig. 16 Open circuit voltage output of

receiver PZT.
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Fig. 17 Open circuit voltage output of

receiver PZT(up).

伝達位相遅れであることを利用する．kdを 0から 2π の範囲で変化させて進行波，後

退波の周波数領域における位相角から kdを推定し，はりモデルから得られる理論的な

位相遅れと比較する．また，比較のためにオイラーベルヌーイはりモデルについても

同様の検討を行った．ここで，センサアレイ 1の進行波がセンサアレイ 2まで伝播す

ることによって生じる位相遅れは，センサアレイ間の距離 D を用いて e−jkD と表現
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され，これは kdを用いて記述すると e−jkdD/d と書ける．後退波に関しても同様にセ

ンサアレイ 2の後退波がセンサアレイ 1まで伝播すると考える．すると，伝達マトリ

クスを介して周波数領域でセンサアレイ 1の進行波 ŷf1(ω)，後退波 ŷb1(ω)とセンサ

アレイ 2の進行波 ŷf2(ω)，後退波 ŷb2(ω)を関係づけることができる．[
ŷf2 (ω)

ŷb2 (ω)

]
=

[
e−jk(ω)dD

d 0

0 ejk(ω)dD
d

][
ŷf1 (ω)

ŷb1 (ω)

]
(37)

この式より波動分離における位相差 kdを推定する．

2.5.3 はりモデル検討実験結果

はりモデル検討実験には Fig. 18 に示すような構成を組んだ．信号発生器 Signal

generator(NF 製)，信号増幅器 (NF 製) を使用して周波数 12.65kHz，振幅 30Vp-p

の正弦波を入力用圧電素子に入力する．この時の各圧電素子の開放電圧を計測器 AD

ボードWE7000(横河電機製)で計測した．サンプリング周波数は 1MHz，計測時間は

1sとした．

センサアレイ 1で波動分離を行い求めた進行波，後退波を用いてセンサアレイ 2の

Signal 

Generator

Amplifier

AD Board

PC

Fig. 18 Experimental setup about estimation kd.
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Fig. 19 Error of toward traveling wave.

0 1 2 3 4 5 6
0

0.5

1

1.5

2

2.5

3
x 10

12

kd[rad]

 

 
Error
Timoshenko
Bernouii−Euler

Fig. 20 Phase difference of backward

traveling wave.
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Fig. 21 Error of toward traveling wave

（12.64kHz-12.66kHz）.
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Fig. 22 Error of backward traveling

wave（12.64kHz-12.66kHz）.

進行波，後退波を推定しセンサアレイ 2で波動分離を行い求めた進行波，後退波との

差の絶対値を二乗したものを誤差とした結果を Fig. 19, Fig. 20に示す．

これをみると，誤差が 0 となる点が複数存在する．これは，kd が 0～2π まで変化

したときにD > dなので，kDが 0～2π を超えて変化するためである．そのため，ど

の kdが今回の実験で一致するものか判別できないため，オイラー・ベルヌーイはり及

びティモシェンコはりの分散関係より求めた波数と実験条件の dより求めた kdにお

ける推定値の誤差を確認すると，オイラーベルヌーイはりでは大きくずれていること

が分かるが，ティモシェンコはりでは 0付近で有ることが分かる．プローブ周波数±

10Hzについて 1Hz刻みで同様の検討を行った結果を Fig. 21, Fig. 22に示す．

これよりオイラーベルヌーイはりではほとんどの周波数において誤差が大きいの
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(a) Closed condition. (b) Opend condition.

Fig. 23 Simulated contact-type failure.

に対してティモシェンコはりでは全ての周波数において 0 付近である．以上より

12.65kHzではオイラーベルヌーイはりモデルではなく，ティモシェンコはりモデルを

採用する必要があることが分かる．損傷位置推定実験では 10kHz 以下を用いるので

ティモシェンコはりモデルで十分近似できると考えられるためティモシェンコはりの

分散関係を用いて波動分離を行う．

2.5.4 模擬損傷の提案

次に，模擬損傷についての検討を行う．本実験で用いるような長い試験片では疲労

試験などで実際にき裂を作成するのは困難である．そこで本研究では板をボルトと

ナットで試験片に固定することで模擬損傷を作成する方法を提案する．構造物にポン

プ振動が作用すると接触面を有する損傷位置ではプローブ波動の散乱特性がポンプ振

動に同期して変動する．よって模擬損傷に求められる条件としてポンプ振動に同期し

てプローブ波動の散乱特性が変動する必要がある． Fig. 23(a)に示すように試験片と

同じ厚さの板を試験片にボルトとナットで固定する．これにより，試験片と板の間で

面接触を作成できるので面接触を伴う損傷を模擬すると考えた．閉じた状態では板の

長さ方向全体で試験片と面接触状態となっている．しかし，試験片が曲げ振動を行っ

ていると Fig. 23(a)と Fig. 23(b)の状態が交互に生じる．この時 Fig. 23(b)におい

て，ボルト固定部の根元ではボルトとナットによって押し付けられているため面接触

状態を保ったままであるが，板の外縁部では試験片の曲げ変位によって隙間が出来る

ため，真実接触面積が変化する．そのためポンプ振動に同期してプローブ波動の散乱

特性が変動するという条件を満たしていると考えられる．
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2.5.5 プローブ波動やポンプ振動の振幅と変調の関係

Fig. 24を試験片として使用し,模擬損傷のために使用した板は Fig. 25に示すもの

であり，材質は共に SS400である．この模擬損傷を使用して変調が生じることを実験

によって確かめる． ここで，パラメータ及び計測条件は Table 4, Table 5を用いた．

Fig. 26に示すように，実験は水平振動加振機 (サンエス製)に取り付けた金属板と試

験片を板ばねにより接続し，ポンプ波を入力する．また，信号発生器 (NF製)，信号増

幅器 (NF製)を用いて 12.65kHzの周波数をプローブ波動として入力する．計測は各

センサアレイの圧電素子の開放電圧を計測器WE7000(横河電機製)で計測することと

する．センサアレイ以外に境界から 100mmのところに貼り付けた圧電素子の開放電

圧を FFTアナライザ (小野測器製)を用いて計測することでポンプ波の入力周波数を

監視する．

初めに，プローブ波動の印加電圧に応じて変調がどのように変化するか評価するた

め，10Vp-p，30Vp-p，50Vp-p，80Vp-p，100Vp-p の 5 種類を印加した．また，プ

ローブ波の周波数については 10kHz-30kHz のスイープ波を入力して各圧電素子の応

Fig. 24 Specimen.

Table 4 Parameter of beam.

Young modulus[Pa] 2.05 × 1011

Material density[kg/m3] 7.8 × 103

Table 5 Measurement condition.

Sampling rate[kHz] 500

Measurement time[s] 2
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Fig. 25 Plate.

Shaking 

table

Sine

controller
Clamp

Spring

Fig. 26 Experiment setup(pump).

答が一様に高い周波数を選択する．本実験では 12.65kHz を選択した．この時の受信

圧電素子は Fig. 24の PZT1，PZT2，PZT4とする．

まず，プローブ波動の電圧のみ印加した場合の実験結果を Fig. 28に示す．プロー

ブ波動のみ入力したときの応答電圧は各 PZT ともに印加電圧と比例関係にあること

が見て取れる．

次に，ポンプ振動とプローブ波動を入力した際の板の有無における復調信号の振幅

について示す．この時，ポンプ振動の周波数はインパクト加振により得られた 1次の

固有振動数 3.5Hzを使用している．初めに，模擬損傷有りの場合の時刻歴応答の高周

波成分を Fig. 29～ Fig. 32に示す．

次に，模擬損傷無しの場合 (健全時)を Fig. 33，模擬損傷有りの場合 (損傷時)を Fig.

34に示す．
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Fig. 27 Experiment setup(probe and measurement)．
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Fig. 28 Relationship between output and frequency of probe wave about only probe wave.
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Fig. 29 High frequency component of

PZT1.
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Fig. 30 High frequency component of

PZT2.
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Fig. 31 High frequency component of

PZT3.
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Fig. 32 High frequency component of

PZT4.
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これらの結果より，模擬損傷が無い場合にもわずかに変調が生じていることが分か

る．これは，固定端においてわずかながら面接触状態の変化が存在するためと考えら

れる．ここで，プローブ電圧が大きくなると模擬損傷が有る場合に変調が大きくなる

が，模擬損傷が無い場合における変調も大きくなることがわかる．この時，プローブ

電圧 Vp で変調の包絡線の振幅 Ae を割った変調度M

M =
Ae

Vp
(38)

が最も大きい電圧を選択する．ここでは 30Vp-pを印加電圧に選択する．

最後に，模擬損傷の有無による変調の有無について印加電圧 30Vp-pの時の実験の

結果を Figs.35～42に示す．変調が生じていると高周波波動の周波数の両側にサイド

バンドピークが生じるが，模擬損傷の有無によって ωp ± Ωのサイドバンドピークが

十分に変化していることが分かる．

これらの結果から，プローブ波動の印加電圧の振幅を 30Vp-pとし，提案した模擬

損傷を用いて実験を行う．

最後に，ポンプ加振による低周波の振幅によって変調がどの程度変化するかを調べ

た．実験は Fig. 24を用い，梁の中央に貼り付けた圧電素子 2の開放電圧を計測した.

ポンプ加振については Fig. 26のように行う．プローブ加振は 12.65kHz，30Vp-pを

入力用圧電素子に入力した．計測した信号の低周波域からポンプ周波数の振幅を求め，

ポンプ振幅に応じて変調がどのように変化するかを調べた．その結果を Fig. 43 に

示す．

0 20 40 60 80 100
0

1

2

3

4

5

6
x 10

−3

Input Voltage[Vp−p]

A
m

pl
itu

de
[V

]

 

 
PZT4
PZT2
PZT1

Fig. 33 Relationship between modula-

tion and frequency of probe wave about

healthy specimen.
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Fig. 43 をみるとポンプ振幅と変調の大きさは比例関係にあることが分かる．これ

はポンプ振幅が大きくなることで模擬損傷を構成する板と試験片の間の面接触状態の

変化が大きくなるためであると考えられる．よってポンプ振幅を大きくすると変調が

大きくなることがわかる．
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Fig. 35 High frequency fourier spec-

trum of PZT1．
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Fig. 36 High frequency fourier spec-

trum of PZT1(up)．

1.26 1.262 1.264 1.266 1.268 1.27

x 10
4

0

2

4

6

8
x 10

5

Frequency[Hz]

F
ou

rie
r 

sp
ec

tr
um

 

 
healthy
nonhealthy

Fig. 37 High frequency fourier spec-

trum of PZT2．
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Fig. 38 High frequency fourier spec-

trum of PZT2(up)．
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Fig. 39 High frequency fourier spec-

trum of PZT3.
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Fig. 40 High frequency fourier spec-

trum of PZT3(up)．
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Fig. 41 High frequency fourier spec-

trum of PZT4.
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nonhealthy specimen.
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2.5.6 実験装置と方法

提案した損傷位置推定法の有用性を確かめるための実験を行った．

実験に用いた試験片の材質は SS400であり，材料定数は Table 6を用いた．寸法は

長さ 3300mm, 幅 50mm, 厚さ 6mm であり， Fig. 44 に示すように長さが 3000mm

になるように両端をバイスで固定した．高周波波動の入力は信号発生器，信号増幅器

を用いて行う．また，試験片の左側固定端から 300mmの位置をインパクトハンマで

打撃することでポンプ波動の入力を行った．計測は各センサアレイの圧電素子の開放

電圧を A/Dボードで計測する．用いる圧電素子は長さ 30mm,幅 20mm,厚さ 0.5mm

Amplifier

Fig. 44 Experimental setup of localization.

Table 6 Parameters of specimen.

Young modulus[Pa] 2.05× 1011

Modulus of transverse elasticity[Pa] 8× 1010

Material density[kg/m3] 7.8× 103

Shear correction factor 5/6

44



(a) Closed condition. (b) Opend condition.

Fig. 45 Simulated contact-type failure.

の寸法のものを用いる．また，非線形波動変調現象は接触面が存在しその面がポンプ

波動に同期して開閉を行うと生じる現象であるため，本研究では Fig. 45に示すよう

に一次元はりの構造物に板をボルトとナットで固定して面接触を発生させ模擬損傷と

して扱う．この模擬損傷では試験片に曲げ振動が生じている場合に，模擬損傷が Fig.

45(a)と Fig. 45(b)の状態が交互に生じることによって非線形波動変調が生じる．

実験は次の手順で行った．まず，入力用圧電素子を 1kHzから 10kHzまでを 2秒で

掃引する高周波掃引波で駆動し，センサアレイの各圧電素子の開放電圧を計測し，各

圧電素子の応答値のフーリエ変換値において全ての圧電素子でピークが観測される共

振周波数を高周波波動の周波数に選択した．

入力用圧電素子に選択した周波数の 30Vp-pの正弦波電圧を印加した状態で，試験

片の左側固定端より 300mmの位置をインパクトハンマで打撃し，センサアレイを構

成する圧電素子の開放電圧を計測した．計測条件はサンプリング周波数を 500kHzと

し，取得したデータはMATLABを用いてオフラインで信号処理を行った．

2.5.7 実験結果と考察

4178Hz の高周波振動を用いた場合のセンサアレイ 1 の圧電素子で観測したポンプ

振動を Fig. 46に，高周波振動を Fig. 47に，高周波振動を拡大したものを Fig. 48

に示す． Fig. 46 と Fig. 48 から，高周波振動の振幅がポンプ振動に同期して変動

していることが見て取れる．次に，センサアレイ 1, 2 それぞれにおける計測データ

から波動分離を行い求めたセンサアレイ 1 における後退波とセンサアレイ 2 におけ

る進行波の振幅復調波動を Fig. 49 に示す．センサアレイ 2 において観測される進
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Fig. 46 Time history of low frequency vibration at PZT1.

行波の振幅復調波動に対してセンサアレイ 1 において観測される後退波の振幅復調

波動が遅れていることがわかる．これは，損傷からセンサアレイ 2までの距離よりも

センサアレイ 1までの距離が長いことと一致する．相互相関法を用いて進行波の振幅

復調波動と後退波の振幅復調波動間の時間遅れを求め，ティモシェンコはりの分散関

係より導出した群速度を用いて距離差を計算して式 (22) を用いて損傷位置を推定す

ると L1 = 1401mm となる．L1 はセンサアレイ 1 から損傷部までの距離なので真値

1400mmとして誤差は 0.068％となり精度よく推定できている．

最後に，3979Hz, 4178Hzの高周波振動において 3回ずつ試行を行った L1 の推定値

を Fig. 50に示す．どちらの周波数においても推定値は損傷位置に近い値になってい

る．最も誤差が大きいデータは 3979Hzでデータ 2の 1.65％，4178Hzでデータ 1の

2.61％となっており，いずれも精度よく推定できていることがわかる．

本実験では高周波波動の周波数に固有振動数を選択し，断面形状が長方形断面の試

験片のみで実験を行った．ここで，日本工業規格 (JIS) の JIS Z 2300(非破壊試験用

語)において「細長い材料中を長手方向に伝播する超音波」をガイド波と呼称すると定

義づけられている (85)．通常の超音波探傷では波長に対して十分大きな領域を検査対

象として取り扱い無限媒体中を超音波が伝播するとみなすため減衰が大きい．それに
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Fig. 47 Time history of high frequency vibration at PZT1.
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Fig. 48 Time history of high frequency vibration at PZT1 (zoom up).

対しガイド波とは構造物に共振状態が形成された結果得られる伝播形態である．その

ため伝播する波のエネルギーは境界内に閉じ込められるため低減衰で遠距離まで伝播

する (86)．本研究で使用している周波数領域は音波領域であるため正確にはガイド波

ではないが，単一の共振モードを高周波波動に利用しているためガイド波の伝播に関
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(a) Traveling wave of amplitude demodulation.
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(b) Traveling wave of amplitude demodulation (Zoom up).

Fig. 49 Traveling waves of amplitude demodulation.
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Fig. 50 Estimated value of failure location.

する研究の内容を適用できると考えられる．林 (87) は大型構造物検査のためのガイド

波技術に関してその特徴とガイド波伝播の数値計算及びガイド波検査に関する実験的

研究についてまとめている．このレビューによるとガイド波の伝播挙動は複雑であり，

周波数や断面形状に大きく影響を受ける．断面形状が変化すると分散関係は変化する

ためガイド波検査技術の適用には適用構造物ごとに分散関係を求めることが必要にな

る．林らによって配管を伝播するガイド波に関する半解析的有限要素法 (88) やガイド

波の実験的研究 (89) が行われておりガイド波パルスエコー波形処理による損傷の画像

化技術が開発されている．しかし鉄道レールのような複雑形状の場合，配管などの単

純な断面形状と異なり分散関係を解析的に求めることができない．そのため，林は分

散曲線導出ソフトウェア (90) を開発しており，これにより複雑形状の断面であっても

分散関係を求めることができ，鉄道レールに生じるさまざまなモードのガイド波から

一つ一つのモードに着目することで配管と同様の技術が適用できることを示している

(91),(92)．これらのガイド波技術に関する研究から，長方形断面以外の断面形状におい

ても分散関係を求めることができれば本手法が適用できると考えられる．
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2.6 結言

本章では，打音検査の高機能化を目的としてポンプ振動にインパクトハンマ加振に

よる振動を用いた非線形波動変調に基づく損傷検知手法を提案した．その結果以下の

成果を得た．

• 打音検査の現状と既往研究について問題点を示し客観的指標に基づく損傷位置

検出および評価手法の必要性を述べた後，非線形波動変調に基づく損傷位置推

定の有用性について論じた．

• 本手法の基礎技術としてティモシェンコはり理論に則った振動計測から構造物

を伝播する波動成分を推定する波動分離法を提案した．

• オイラーベルヌーイはり理論に則った復調波動の伝播を表す理論式を導出し，

復調波動場の分散関係式が復調操作によりプローブ波動の周波数だけ周波数シ

フトしたものであることを示すとともに，入力するプローブ波動の振幅が復調

波動場の変動成分の振幅にのみ影響を及ぼすこと，およびプローブ波動の位相

が復調波動に影響を及ぼさないことを示した．

• 単一の共振周波数で構成された定常な高周波波動が伝播するはり構造物に接触

面を有する損傷が存在する場合に，損傷位置におけるプローブ波動の散乱特性

はポンプ振動に同期して変動する．損傷位置におけるプローブ波動の散乱特性

の変動が復調波動場においてどのように伝播するかを数学モデルで記述し，損

傷の両側にプローブ波動の周波数における群速度で伝播することを示した．ま

た，損傷から損傷の両側に設置したセンサアレイまでの復調波動の到達時間差

と伝播速度を用いた損傷位置推定式を提案した．

• 提案した損傷位置推定式の有用性を示すために模擬損傷を設けたはり試験片を

用いた実験を行った．予備実験として本実験で用いるはり試験片がティモシェ

ンコはりモデルで近似できることを示し，本手法で提案する模擬損傷による変

調が発生することを確認した．次にポンプ振動としてインパクト加振による振

動を用いた損傷位置推定実験を行った．センサアレイ間距離 1750mmとして片

方のセンサアレイから 1400mmの位置に模擬損傷を設置した試験片の両端をバ

イスで固定した実験装置を作成した．センサアレイ間の領域の外をインパクト

ハンマで打撃してポンプ振動を入力し，復調波動のセンサアレイへの到達時間
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差を相互相関法により求め損傷位置推定式から損傷位置を推定した．2 種類の

プローブ波動の周波数 3979Hz，4178Hzで 3回ずつ実験を行った結果 3979Hz

で最大誤差 1.65% ，4178Hzにおいて最大誤差 2.61% となった．
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第 3 章 非線形波動変調によって生じる反射強度の時間変動に基づく

損傷位置推定

3.1 緒言

第 1章で述べたように増田ら (72),(73) によって提案されている非線形波動変調に基

づく損傷検知手法は疲労き裂や接着不良の検出に有用であることが示されている一方

で，検査の前段階としてプローブ波動の周波数に共振周波数を選択する必要がある．

この必要な作業であったプローブ波動の周波数選択の作業を省略することができれば

非破壊検査や構造ヘルスモニタリングへの適用が容易になると考えられる．

また，構造ヘルスモニタリングにおける損傷位置推定手法の一つとして増田ら (83)

によって一次元構造物において構造物上を伝播する波動の反射強度を求めることで損

傷や境界などの不連続面を検出する手法が提案されている．これまでに開クラックや

ボルト締結部，境界などの検出に良い結果を得ており，高周波波帯域まで用いること

で微小な損傷の検出精度が向上することが示されている．この手法では広帯域波動に

含まれる複数のガイド波成分を用いて検査対象領域に対するインパクトエコー波形を

推定するのでプローブ波動の周波数を選択する必要がない．

そこで，本章では共振周波数選択の作業を省略する手法を提案することを目的とし

て，非線形波動変調に基づく損傷検知手法と構造物を伝播する波動からインパクトエ

コー波形を求める手法を組み合わせることで新たな損傷位置推定手法を提案する．

増田ら (83) によって提案されたインパクトエコー波形を推定する手法の概要を述べ

る．一次元構造物上を伝播する広帯域波動を波動分離法を用いて進行波と後退波に分

離し，検査対象領域に入出力する波動ととらえ伝達関数を定義する．この伝達関数を

波動伝達関数という．得られた伝達関数はインパルス応答を表すものであるため，逆

フーリエ変換することでインパクト入力に対する反射エコー波を求めることができる．

求めた反射エコー波と伝播速度を用いて反射点を推定することができる．しかし曲げ

振動のように分散性波動の場合には伝播速度が周波数に依存して変化するため，増田

らは波動伝達関数を分散関係式を用いて数波数領域から波数領域へ変換し逆フーリエ

変換することで反射強度マップを作成し反射点を推定している．

構造物にポンプ振動が作用しているとき接触面を有する損傷を含む検査領域の波動
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伝達関数はポンプ振動に同期して時変になり，このとき損傷位置の散乱特性の変動は

反射強度マップに時間情報を付加することで求めることができると考えられる．そこ

で，短時間フーリエ変換を用いることで局所時間における波動伝達関数を推定する．

分散関係に基づき周波数領域から波数領域の記述に変換し短時間逆フーリエ変換する

ことで反射強度の空間―時間マップがを求める．得られた反射強度の空間―時間マッ

プより反射強度の空間分布に生じる反射強度のピークを損傷の位置が求められ，損傷

位置における反射強度の時間変動の周波数解析をすることで損傷が面接触を有する損

傷であるかを判別するものである．この手法は従来の非線形波動変調に基づく損傷検

知手法では検出できなかった腐食などによる減肉など接触面を有さない損傷も検出で

きることが利点である．

3.2 反射強度の時間変動に基づく損傷の位置推定理論

3.2.1 非線形波動変調によって変動する反射強度変動

第 2 章にて記述した波動分離法を用いて構造物上を伝播する波動成分を求めるこ

とができる．初めに接触面を有する損傷が存在しない検査領域に対する波動伝達関

数について記述する (83)．Fig. 51 においてセンサアレイの右側領域に入力される波

動 yf (x, t) のフーリエ変換値 ŷf (x, ω) と出力される波動 yb(x, t) のフーリエ変換値

ŷb(x, ω)は式 (39)のような関係で記述できる．

ŷb(x, ω) = R(x, ω)ŷf (x, ω) + ŷN (ω) (39)

ただし，R(x, ω)は波動伝達関数であり，ŷN (ω)は構造物上を伝播する波動と無相関

なノイズである．式 (39)の両辺に ŷ∗f (x, ω)をかけることで式 (40)を得る．ただし ∗

Fig. 51 Healthy structure or structure including failure without contact interface.
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は共役を表す．

Sbf (x, ω) = R(x, ω)Sff (x, ω) (40)

ここで，Sff (x, ω) は yf (x, t) のパワースペクトル密度，Sbf (x, ω) は yb (x, t) と

yf (x, t)のクロススペクトル密度である．式 (40)を変形することで式 (41)を得る．

Rfb (x, ω) =
Sbf (x, ω)

Sff (x, ω)
(41)

次に Fig. 52 に示すようなポンプ振動が構造物に作用しており接触面を有する損

傷が存在する検査領域に対する波動伝達関数について考えるとポンプ振動に同期して

時変になる．そこで，検査領域に入力される波動 yf (x, t) と出力される波動 yb(x, t)

にポンプ振動の周期と比較して十分局所的な窓幅を持ち時間 t に中心をもつ窓関数

G(τ − t)を用いて短時間フーリエ変換をすると式 (42)，式 (43)と表現できる．

ŷf (x, t, ω) =

∫ ∞

−∞
G(τ − t)yf (x, τ)e

jωτdτ (42)

ŷb(x, t, ω) =

∫ ∞

−∞
G(τ − t)yb(x, τ)e

jωτdτ (43)

式 (42)，式 (43)の関係を波動伝達関数 R(x, t, ω)を用いて記述すると式 (44)となる．

ŷb(x, t, ω) = R(x, t, ω)ŷf (x, t, ω) + ŷN (ω) (44)

式 (44)の両辺に ŷ∗f (x, tω)をかけると式 (45)のようになる．

Sbf (x, t, ω) = R(x, t, ω)Sff (x, t, ω) (45)

Fig. 52 Structure including failure with contact interface.
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式 (45)を変形すると式 (46)が得られる．

Rfb (x, t, ω) =
Sbf (x, t, ω)

Sff (x, t, ω)
(46)

式 (46)をエコー波の重ね合わせで記述しなおすと式 (47)となる．

Rfb (x, t, ω) =
m∑

n=1

an (x, t, ω) e
−2jkdn

=
i∑

n=1

an (x, ω) e
−2jkdn +

m∑
n=i+1

an (x, t, ω) e
−2jkdn (47)

ここで，an(x, t, ω)は周波数毎の反射率，k は波数, mは反射点の数 (波動の伝播経路

の数)，dn は反射点までの距離である．また，n = 1～iは接触面を持たない不連続点，

n = i+ 1～mは接触面を有する不連続点を表す．

式 (3)で表されるティモシェンコはりの分散関係式を用いて波動伝達関数を波数 k

の関数に書き直すと式 (48)となる．

Rfb (x, t, k) =

i∑
n=1

an (x, k) e
−2jkdn +

m∑
n=i+1

an (x, t, k) e
−2jkdn (48)

センサアレイ位置を表す空間座標 xに対して反射強度の空間マップにおける空間座標

を χと置くと，波数領域 kから空間領域 χへ逆フーリエ変換を行うと反射点における

反射を表すインパルス状の波形，反射強度 Ifb (x, t, χ)が式 (49)が得られる．

Ifb (x, t, χ) =
1

π

∫ ∞

0

Rfb (x, t, k) e
2jkχdk

=
1

π

i∑
n=1

∫ ∞

0

an (x, k) e
2jk(χ−dn)dk

+
1

π

m∑
n=i+1

∫ ∞

0

an (x, t, k) e
2jk(χ−dn)dk (49)

ここで，接触面を有する反射点の反射率 an(x, t, k)は式 (50)で表される．

an(x, t, k) = ãn (x, k) + αne
jΩt (50)

ただし，ãn (x, k)はポンプ振動が入力されていない時の反射率，Ωはポンプ振動の振

動数，αn は非線形波動変調に起因する反射強度の変動振幅である．式 (50)を書き直
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すと式 (51)となる．

Ifb(x, t, χ) =

i∑
n=1

ǎn (x, χ− dn) +

m∑
n=i+1

ǎn (x, t, χ− dn) (51)

ただし，

ǎn(x, χ) =
1

π

∫ ∞

0

an (x, k) e
2jk(χ−dn)dk (52)

ǎn(x, t, χ) =
1

π

∫ ∞

0

an (x, t, k) e
2jk(χ−dn)dk (53)

である．

3.2.2 帯域制限ホワイトノイズの高周波波動を用いるための平均化手法

本手法では広帯域高周波波動を入力することで検査対象構造物の固有振動数計測の

作業を省略することを目指している．そのため，広帯域高周波波動には複数のガイド

波が含まれている必要がある．そこで本論文では高周波帯域に帯域を制限したホワイ

トノイズを広帯域高周波波動として用いる．そのため，波動伝達関数の推定に用いる

スペクトルの計算には平均化処理が必要となる．非線形波動変調によって高周波波動

にポンプ振動に同期した変調が生じるため，ポンプ振動の周期を考慮した平均化処理

を行う必要がある．計測したデータの平均化処理の手順について述べる．

1. センサアレイで計測したデータ yi(x, t)をポンプ振動の周期 T の定数倍 rT の l

個の時間データ yi (x, (l − 1)rT + t)に分割する．

2. 分割したデータそれぞれに局所窓 G(τ − t)をかけてフーリエ変換を行い波動分

離法により局所時間 tにおいて構造物上を伝播する波動成分のフーリエ変換値

ŷf (x, (l − 1)rT + t, ω)，ŷb(x, (l − 1)rT + t, ω)を求める．

3. 求めた ŷf (x, (l− 1)rT + t, ω)，ŷb(x, (l− 1)rT + t, ω)から式 (54)，式 (55)を

用いてパワースペクトル密度 Sl−1
ff (x, (l − 1)rT + t, ω)，クロススペクトル密

度 Sl−1
bf (x, (l − 1)rT + t, ω)を計算する．

Sl−1
ff (x, (l − 1)rT + t, ω)

= ŷf (x, (l − 1)rT + t, ω)ŷ∗f (x, (l − 1)rT + t, ω) (54)

Sl−1
bf (x, (l − 1)rT + t, ω)

= ŷb(x, (l − 1)rT + t, ω)ŷ∗f (x, (l − 1)rT + t, ω) (55)
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4. 分割されたデータそれぞれの局所時間 t における Sff (x, (l − 1)rT + t, ω)，

Sbf (x, (l − 1)rT + t, ω)から平均ピリオドグラム法 (93) を用いてピリオドグラ

ムパワースペクトル密度 Sff (x, t, ω)，ピリオドグラムクロススペクトル密度

Sbf (x, t, ω)を推定する．平均回数は l回である．

Sff (x, t, ω) =
1

l

l∑
i=1

Sl−1
ff (x, (l − 1)rT + t, ω) (56)

Sbf (x, t, ω) =
1

l

l∑
i=1

Sl−1
bf (x, (l − 1)rT + t, ω) (57)

Fig. 53 Averaging scheme.
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5. 推定した Sff (x, t, ω)と Sbf (x, t, ω)を式 (46)に代入して波動伝達関数を推定

する．

このように推定した波動伝達関数から反射強度の空間-時間マップを計算する．

3.3 反射強度の時間変動に基づく損傷位置推定実験

3.3.1 実験装置と方法

提案した反射強度の時間変動に基づく損傷位置推定手法の有用性を検討するために

実験を行った．実験に用いた試験片の材質は SS400である．材料定数は Table 7を用

Amplifier Amplifier

Fig. 54 Experimental setup of localization.

Table 7 Parameters of specimen.

Young modulus[Pa] 2.05× 1011

Modulus of transverse elasticity[Pa] 8× 1010

Material density[kg/m3] 7.8× 103

Shear correction factor 5/6

58



いた．寸法は長さ 3300mm,幅 50mm,厚さ 6mmであり， Fig. 54に示すように長さ

が 3000mm になるように両端をバイスで固定した．高周波波動の入力には信号発生

器，信号増幅器，ハイパスフィルタ回路，位相反転回路，位相非反転回路を用いる．本

研究では横効果圧電素子を用いているが，この圧電素子は面内収縮変形を行うため曲

げ振動と縦振動の両方を励起してしまう．そこで，試験片両面に高周波波動入力用圧

電素子を貼付し逆位相で駆動させることで曲げ振動のみを励起させる． Fig. 54に示

すように，信号発生器で生成したホワイトノイズをハイパスフィルタに入力すること

で高周波数帯域に帯域制限をしたのち，位相反転回路および位相非反転回路に入力す

る．ここで，ハイパスフィルタを用いるのはポンプ振動の周波数と周波数帯域におい

て重ならないようにするためである．また，位相反転回路のみでなく位相非反転回路

も用いるのは，位相反転回路において生じる位相遅れを考慮するためである． Fig.

55， Fig. 56に設計したハイパスフィルタ回路および位相反転回路，位相非反転回路

を示す．ボルテージフォロワおよび位相反転回路，位相非反転回路に使用したオペア

ンプは TEXAS INSTRUMENTS社製の NE5532P(L)である．NE5532P(L)は 2回

路入オペアンプであり，周波数特性の上限が 100kHz，両電源対応であり電源電圧が±

20Vまで対応しているため本回路に適していると考えた．本実験では電源電圧として

± 15Vを用いている．ハイパスフィルタのカットオフ周波数は 1591.54Hzとし，遷移

領域を小さくするために 5段にした．位相反転回路，位相非反転回路のゲインはそれ

ぞれ 2となるように設計した．また，ハイパスフィルタ回路と位相反転回路，位相非

反転回路を接続するためボルテージフォロワを付けた．Fig. 57に 0.1Hzから 10kHz

まで 1s で変化する sweep波を入力して求めたハイパスフィルタ回路の周波数特性を

示す．ポンプ振動の周波数である 100Hzにおけるゲインは-30.5dBとなっており十分

Fig. 55 High-pass filter circuit.
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な減衰であることが確認できた．次に位相反転回路と位相非反転回路の性能を確認し

た．入力信号はシグナルジェネレータで生成した周波数 1kHz，振幅 1Vp-pの正弦波

を用いた．位相反転回路と位相非反転回路の出力波形を Fig. 58に示す．ただし，黄

色線が位相反転回路，緑線が位相非反転回路の出力である．これより設計したゲイン，

位相差になっていることが確認できた．

位相反転回路と位相非反転回路から出力されるそれぞれの信号を信号増幅器を通し

て試験片の両面に貼付した圧電素子にそれぞれ入力する．この時，信号発生器で生成

するホワイトノイズの振幅は 0.1Vp-pである．信号増幅器の増幅倍率は 10倍として

いる．この信号入力により構造物に入力される高周波波動は微弱であるため接触面を

有する損傷を開閉させることはない．用いる圧電素子の寸法は送信用，計測用ともに

長さ 30mm，幅 20mm，厚さ 0.5mmである．また，試験片の左側固定端より 300mm

Fig. 56 Phase investing circuit and non-investing circuit.
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の位置に垂直加振器を設置し，100Hzのポンプ振動を入力する．ポンプ入力管理のた

めに垂直加振器と試験片を接続する治具にひずみゲージを貼付し 100µε（マイクロス

トレイン）となるように調整した． Fig. 45に示す模擬損傷は損傷位置を変更するこ

とができないため，本実験では Fig. 59 に示すような板を万力で締め付けた模擬損

傷を用いる．この模擬損傷は万力で締め付けた位置では面接触を保っているが板の外

縁部では試験片の曲げ変位によって隙間ができるため真実接触面積が変化するため，

Fig. 45 と同様に接触面を有する損傷を模擬できていると考えた．計測はセンサアレ

イを構成する圧電素子の開放電圧を A/D ボードを用いて計測する．計測条件はサン

プリング周波数 100Hz，計測時間 10sとし，平均操作のためにポンプ振動の位相をト

リガに用いたデータを 10回取得する．取得したデータは MATLABを用いてオフラ

インで信号処理をした．

模擬損傷の位置を Table 8に示す．条件 1は健全状態であり，条件 2は単一の接触

面を有する損傷の場合である．条件 3と条件 4は 2つの接触面を有する損傷を設置し

た場合である．

解析はセンサアレイの右側領域を対象として行う．ポンプ振動の周波数 100Hzに対

して高周波領域である 1kHzから 10kHzの周波数領域を用いて反射強度の空間ー時間
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Fig. 57 Frequency characteristcs of high-pass filter.
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マップを求める．解析に用いた窓関数の窓幅は 0.0164s，窓のシフト量は 0.1msとし

た．また，平均操作のための切り出しデータ長は 0.1sとし，100回平均をとった．

3.3.2 実験結果と考察

初めに条件 1 の反射強度の空間―時間マップを Fig. 60 に示す．空間軸の原点が

センサアレイの位置を表すので右端の固定端境界において反射強度のピークが観測さ

Fig. 58 Output signal of phase investiging and non-investing circuit.

Fig. 59 Simulated failure.
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Fig. 60 Spatial-time map of reflection intensity at condition 1.

れている．これに対し，l1 = 750mmの位置に模擬損傷を設けた場合の反射強度の空

間－時間マップを Fig. 61に示す． Fig. 61では模擬損傷を設けた位置において反射

強度のピークが発生していることが見て取れる．ここで， Fig. 60と Fig. 61の反射

強度のピーク位置における時間変動をプロットしたものを Fig. 62に，その周波数成

分を Fig. 63に示す．これより，条件 1の固定端境界位置において観測された反射強

度のピークの時間変動はポンプ振動に同期しておらず，条件 2の模擬損傷位置におい

て観測された反射強度のピークの時間変動はポンプ振動に同期していることがわかる．

これより，本研究で提案した損傷位置推定手法によって接触面を有する損傷位置を推

定することができていることが確認できた．

Table 8 Location of simulated failures.

l1 [mm] l2 [mm]

Condition 1 - -

Condition 2 750 -

Condition 3 250 750

Condition 4 750 1250
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Fig. 61 Spatial-time map of reflection intensity at condition 2.

Fig. 62 Time fluctuation of the peak value of reflection intensity.

次に，複数の模擬損傷を設けた場合について実験を行った結果について述べる．条

件 3 の反射強度の空間ー時間マップを Fig. 64 に，条件 4 の反射強度の空間ー時間

マップを Fig. 65に示す． Fig. 61と Fig. 64， Fig. 65を見比べると条件 4の場合

は条件 2の時と同程度の反射強度のピークが 750mmに観測できるが，条件 3の場合
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Fig. 63 Fourier spectrum of time fluctuation of the peak value of reflection intensity.

は 750mmに反射強度のピークが観測できるものの条件 2の時と比較してピークが小

さくなっていることが確認できる．これは高周波波動の多重反射が原因であると考え

られる．

この問題について説明する． 本研究で提案する手法はエコー波の重ね合わせで反射

強度を記述しているため Fig. 66に示すように単一の損傷を含む構造物では損傷位置

における反射強度は正確に推定できる．しかし，複数の損傷が存在する場合には Fig.

67に示すようにセンサアレイに損傷間で波動が多重に反射してしまうため伝播距離が

長くなってしまい本来の損傷位置以外の位置で反射強度のピークを持ってしまう原因

になる．本手法で求めている反射強度の空間-時間マップは構造物上の一点でのみ反射

する波動の情報のみに着目している． Fig. 67を用いて説明する．初めに，センサア

レイ位置から検査対象領域に入力される波動が一つ目の損傷で反射及び透過する．一

つ目の損傷を透過した透過波が伝播し二つ目の損傷で反射，透過する．二つ目の損傷

で反射した波動は一つ目の損傷で再び反射，透過する．本手法では検査対象領域に入

力される波動と一つ目の損傷で反射した反射波，一つ目の損傷を透過，二つ目の損傷

で反射し再び一つ目の損傷に到達して透過した波の関係を反射強度の空間-時間マップ

として示している．そのため二つ目の損傷位置の反射強度のピークは一つ目の損傷位

置の反射強度のピークに依存して変化してしまう．また，一つ目の損傷の反射強度の
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Fig. 64 Spatial-time map of reflection intensity at condition 3.

Fig. 65 Spatial-time map of reflection intensity at condition 4.

ピークが時間変動をしない場合には二つ目の損傷の反射強度のピークの時間変動は二

つ目の損傷の接触状態のみに依存するが，一つ目の損傷の反射強度のピークが時間変

動を有する場合には二つ目の損傷の反射強度のピークは一つ目の損傷と二つ目の損傷

の接触状態の両方に依存して変動してしまう．よって，複数損傷が存在する場合には

センサアレイに最も近い損傷の位置はほかの損傷の影響を受けずに推定できるがそれ
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Fig. 66 Wave propagation and reflection on abeam structure including single failure.

Fig. 67 Wave propagation and reflection on abeam structure including double failure.

以外の損傷の位置は正確に推定できないと考えられる．本手法では検査対象領域に入

力される波動と反射波の伝達関数を波動伝達関数として定義している．これに対して，

検査領域に入力される波動とセンサアレイから見て一つ目の反射点で反射した波動の

波動伝達関数，一つ目の反射点を透過した波動と二つ目の反射点で反射した波動の波

動伝達関数，二つ目の反射点を透過した波動と三つめの反射点で反射した波動の波動

伝達関数，というように一つ目の反射点から順にエコー波の伝播経路ごとに情報を分

離して波動伝達関数を求めることができれば，二つ目以降の反射点の情報を正確に求

めることができると考えられる．

3.4 結言

本研究では従来の非線形波動変調に基づく損傷検知手法で必要であった共振周波数

選択の作業を省略する手法を提案することを目的として，非線形波動変調に基づく損

傷検知手法と構造物を伝播する波動からインパクトエコー波形を求める手法を組み合

わせることで新たな損傷位置推定手法を提案した．その結果以下の成果を得た．

• 構造物上を伝播する波動成分から時変波動伝達関数を推定する手法を提案し，

推定した時変波動伝達関数から反射強度の空間―時間マップを求めることで反
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射強度のピークとして損傷位置位置を推定する方法を理論的に示した．

• 帯域制限ホワイトノイズをプローブ波動として用いるときに必要となる平均化

手法を提案した．計測したデータをポンプ振動の定数倍の長さに分割し，波動

分離法と短時間フーリエ変換を用いて局所時間におけるパワースペクトル密度，

クロススペクトル密度を計算する．計算したパワースペクトル密度とクロスス

ペクトル密度から平均ピリオドグラム法を用いて局所時間におけるピリオドグ

ラムパワースペクトル密度，ピリオドグラムクロススペクトル密度を推定する．

推定したピリオドグラムパワースペクトル密度，ピリオドグラムクロススペク

トル密度を用いて波動伝達関数の推定ができる．

• 模擬損傷を設けたはり試験片を用いた損傷位置推定実験を行った結果，単一の

損傷を含む場合には提案した損傷位置推定手法により損傷位置において反射強

度ピークが立つことを確認した．また，接触面を有する損傷位置の反射強度の

時間変動がポンプ振動に同期して変動することを確認した．それに対して，固

定境界位置における反射強度の時間変動は特定の周波数成分に同期していない

ことを示した．

• 複数の損傷が存在する場合には，センサアレイに最も近い損傷の位置推定およ

び接触面を有する損傷であるかの判定が可能であり，そのほかの損傷について

は正確な推定，判別は困難であることがわかった．これは損傷間において生じ

る多重反射が原因である．
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第 4 章 非線形波動変調によって生じる反射強度の時間変動に基づく

ボルト締結部の健全性評価

4.1 緒言

4.1.1 ボルト締結とボルト緩み

ボルト締結は構造物で最もよく使用される締結手法の一つである (94)．複数の部材

を接合する手法にはほかにもリベット結合や溶接接合，接着接合などがあげられるが

これらの手法とボルト締結の最も大きな違いは一時的な継ぎ手か永久的な継ぎ手であ

るかという点である．リベットや接着は接合後部材を分解することを考慮していない

が，ボルト締結は締結の容易さや必要な時に簡単に締結した部材を分解することから

多くの構造物において用いられている．その反面，デメリットとして永久的な継ぎ手

と同様の疲労破壊の問題に加えて緩みによる締結強度の低下が生じるというボルト締

結特有の問題をもつ．ボルトの緩みの原因は大きく分けて戻り回転によるものとよら

ないものに分けられる (95)．戻り回転によるボルトゆるみでは，軸回り方向，軸直角

方向または軸方向に繰り返し外力が作用し締結部材同士の接触面が滑ると同時にボル

ト頭と締結部材の接触面が滑ることでボルトが回転して緩みが生じる．それに対して，

戻り緩みによらないボルトゆるみは以下の 6つの原因に分けられる．

1. 締結部材の表面に存在する微細な凹凸が締結力によりへたることによる初期

緩み

2. 過剰な締付トルクで締め付けることで接触部の面圧が高くなりすぎ接触面に塑

性変形が生じることで緩む陥没緩み

3. 外力によって接合面の滑りによって摩耗することで発生する微細摩耗による

緩み

4. 異種材料の密封材を用いた時の密封材のへたりによって緩む密封材の永久変形

による緩み

5. 過剰な外力によるボルトの塑性伸び進行による緩み

6. 温度変化によるボルト軸力の変化に起因する緩み

ボルト緩みを防止する手法は多く提案されている．ナットを用いた手法では，ナッ

トを二つ重ねて用いることで止めナットは荷重を受けないことから緩みを防止する効
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果があるダブルナットがある． Fig. 68に示すように初めに締め付けたナットの上に

もう一つナットを締め付けたのち，上のナットを固定した状態で下のナットを逆回転

させることで上のナットでは押し付け力がねじ山の下側に，下のナットでは押し付け

力がねじ山の上側に作用しロックするものである．ほかにもボルトの穴と溝付ナット

の溝にピンを通すことで回転を止めるもの，小ねじによってナットとボルトのねじ山

を押し付けて留めるものなどがある．バネワッシャや歯付ワッシャを用いることで，

ボルト頭と締結部材の間に反力を働かせ緩みにくくしたり歯によって回転方向をロッ

クするなどの手法もある．またボルト締結の容易な解体性を有効に使いにくくなるが，

嫌気性の接着剤を用いることでボルトを緩まなくする方法もあり高温にすることで接

着剤を脆弱化し外すこともできる．

4.1.2 ボルト締結部の軸力管理法

ボルトとナットを用いて部材を締め付けた場合の概要図を Fig. 69に示す．ナット

を固定した状態でボルトに締付トルクを印加するとボルトとナットの間に存在する部

材に圧縮負荷がかかる．これに対して圧縮負荷に対する反力である軸力が生じる．こ

の軸力がボルトを固定する力であるため，軸力を管理することでボルト締結部の健全

性を評価できる．軸力の計測を行う装置として超音波軸力計がある (96),(97),(98),(99)．

超音波軸力計は超音波を用いてボルトの伸びから軸力を測定するものであり，最も正

確な締付管理ができる手法である．しかし，超音波を用いてボルトの長さを計測する

ためボルトの両端面を平滑にする必要があり，締付前のボルト長さとの差からボルト

の伸びを計測するため，締結済みのボルト締結部には適用できない．

より簡便に軸力管理をする手法がいくつか提案されている．一つは締付トルク管理

による方法である．トルク法はトルクレンチやトルクスパナなどの工具を用意すれば

行うことができる比較的簡単な手法であり，様々な分野で用いられている．しかし，

締付トルクはボルトと締結部材との摩擦に大きく依存するため部材の表面性状に大き

く影響を受け，他の管理法に比べて軸力がばらつくという問題点がある．トルク法に

Fig. 68 Double nut.
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Fig. 69 Stretching of bolt caused by tightening.

は増締めトルク法，戻しトルク法，マーク法などの手法がある (100)．増締めトルク法

は締付けたボルトをさらにトルクレンチで締め付けた時にボルトが再び回りだす時の

トルクを計測する．この手法は回りだすのが明確に分かる場合には正確に測定でき，

検査後締め付けた状態であるのでそのまま使用することができる．戻しトルク法は締

付けたトルクを緩め，ボルトが動き出した時のトルクを計測する．比較的簡単に計測

できるが緩ませるため，検査後に再度しめなおす必要がある．増締め法では小さい径

のボルトの検査が難しいためよく用いられる．マーク法は締めつけた状態のボルトに

マークを付け，一度緩めてからマークの位置まで締め付けた時の締付トルクを計測す

る．マーキングや緩めてから締め付けなおす必要があるため手間がかかるが，検査前

と同じ締付状態に戻すことができる．

トルク法のほかにもボルトが着座したのちに回した目地の角度で締付管理する回転

角法は塑性域の締付に対して有用である．トルク勾配法はねじの締付角度に対してト

ルクがどのように上昇したかを求め，降伏点を基準に管理を行う．加力法はボルトに

引っ張り荷重与えてナットを締める荷重による締付管理を行う．加熱法はボルトのみ

を加熱して伸びを与えて，温度による締付管理を行う．

このようにさまざまな軸力管理の手法が提案されているがこれらはボルトに直接

アクセスして検査を行う必要があるという問題がある．また，ボルトにひずみゲージ

(101) や光ファイバ (102) を埋め込んだ張力測定可能なセンサボルト（スマートボルト）

が開発されているが，加工費用が高価であるため広く使われるには至っていない．
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4.1.3 ボルト締結体のモニタリング手法

ボルト締結体に対するモニタリング手法として Ayres ら (103) インピーダンス計測

によるボルト緩み検知を行っているほか，森崎ら (104) は圧電インピーダンス計測によ

るトラス構造物におけるボルト締付状態の診断手法を提案している．Hudaら (105) は

高次モードの固有振動数がボルトの緩みによる影響を受けることを利用して緩み検出

を行っている．竹原ら (106) は継手構造のモニタリング用センサとしてスマートボルト

の開発を行っている．服部ら (107) は自動車のホイール/ハブ締結ボルトに半導体ひず

みゲージを埋め込んだボルト締結力・緩みモニタリングシステムを開発している．佐

藤ら (108) は光ファイバセンサを埋め込んだボルトを用いたボルト孔周りの複合材の初

期損傷モニタリングに関する研究を行っている鎗ら (109) はブリルアン散乱光を利用

した光ファイバセンサを締結体に埋め込むことでボルト継手部の周辺のモニタリング

手法を提案している．奥川ら (110) はボルト緩みに起因する接触力変化に着目したボル

ト緩み検知手法としてボルトとワッシャの間に圧電素子を貼付したはりを挿入したス

マートワッシャの開発を行っている．中原ら (111) はスマートワッシャと構造物のモー

ドが連成するとスマートワッシャの固有振動数が対象構造物に依存するという問題を

開発する手法として開発した薄板形センサを用いたボルト緩み検知手法を提案してい

る．水谷ら (112) はアコースティックエミッションモニタリングによるボルトの塑性域

締付管理を行う手法を提案している．田畑ら (113) は半導体ひずみゲージを構造物に張

り付けてひずみ計測をし，サポートベクターマシンをボルト結合構造の健全性診断に

応用する手法を提案している．しかし，これらの構造ヘルスモニタリング手法はボル

ト締結部の検査に特化した手法の開発になっている．

4.1.4 本研究の目的

ボルト締結部が接触面を有することに着目するとボルト緩みに起因する接触力変化

が生じることが知られており (114)，初期の疲労き裂や複合材料のはく離，接着不良の

検出に有効である非線形波動変調に基づく損傷検知手法の適用が可能と考えられる．

ここで注意しなければならないことは疲労き裂や複合材料のはく離，接着不良は進展

に伴う接触面積の増大が顕著であり損傷指標は単調増加するが，ボルト緩みでは真実

接触面積は変動するものの巨視的な接触面積は一定である点である．そのため，過少

締付トルク時のみでなく過剰締付トルク時の損傷指標の挙動に関しても関心がある．
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これらの背景より，前章で提案した損傷検出手法がボルト緩みの検出に有効かどうか

を明らかにすることを目的とする．反射強度ピークの時間変動から損傷指標を定義し，

緩みのみならず，過剰締め付けを含めたボルト締め付け状態の評価に有効であること

を示す．

4.2 ボルト締結の締付トルクと損傷指標

初めにボルトの健全性を定義する．本研究では締付トルク管理を用いた健全性評価

を行う．締付トルクにはボルトの径に応じて標準締付トルク (100) が示されている．こ

の標準締付トルクを健全な状態とし，これよりも小さい締付トルクの場合を過少締付

トルク，大きい締付トルクの場合を過剰締付トルクと定義する．

この時，過少締付トルクの時には部材同士の接触面にかかる圧縮負荷が軽くなるた

め接触面の開閉が容易になる．また，過剰締付トルク時には高い軸力が作用するため

部材同士が反り返る現象が生じるため接触面の空隙が広がる．これらの状態を考慮す

ると，標準締付トルク時から逸脱するにしたがって接触界面における非線形性に起因

する高周波波動の散乱特性の変動は大きくなると考えられる．よって，前章で提案し

た損傷位置推定手法において得られるボルト締結部の位置の反射強度のピークは標準

締付トルクから逸脱するにしたがって上昇することが予想される．そこで，反射強度

のピークの変動振幅とピーク値の平均値からなる損傷指標MI を定義することでボル

ト締結部の健全性評価を行うことができると考えられる．

MI =
(反射強度のピークの変動振幅)

(反射強度のピークの平均値)
(58)

4.3 反射強度の時間変動に基づくボルト締結部の健全性評価実験

4.3.1 実験装置と方法

本研究で提案したボルト締結部の健全性評価手法の有用性を確かめるために単一の

ボルト締結部を有するはり試験片を用いた実験を行った．試験片の材質は SS400を用

い，材料定数は Table 9に示す値を使用した．実験装置の概要を Fig. 70に示す．試

験片の寸法は長さ 1500mmと 500mmのはり試験片を 50mm重ねて Fig. 71に示す

ように 4 本のボルトとナットを用いて締結した．試験片の幅は 50mm，厚さは 6mm

である．ボルトには Fig. 71に示すようなナンバリングをしており，本実験ではボル
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ト 3, 4は締付トルク 25Nmで固定しボルト 1およびボルト 2を単体で 0Nm～25Nm

まで 5Nm 刻みで変化させる．前節で記述したようにトルク法による張力管理は締め

なおす毎に同じ締付トルクであっても張力がぶれるという問題点がある．しかし，増

締め法であれば締付トルクを上昇させていく限りそれに伴い張力は単調増加するため

本研究では増締め法を用いる．締付トルクの調整はトルクレンチを用いて管理した．

加振条件に付いて記載する．左固定端から 300mmの位置に設置した垂直加振器によ

り 100Hzのポンプ振動を入力した．また，高周波波動入力および計測用の圧電素子は

長さ 30mm，幅 20mm，厚さ 0.5mmのものを用いる．高周波波動の入力には信号発

生器，信号増幅器，位相反転回路，位相非反転回路，ハイパスフィルタ回路を用いる．

センサアレイを構成する圧電素子の開放電圧を A/D ボードを経由して PC で収録

Table 9 Parameters of specimen.

Young modulus[Pa] 2.05× 1011

Modulus of transverse elasticity[Pa] 8× 1010

Material density[kg/m3] 7.8× 103

Shear correction factor 5/6

Amplifier Amplifier

Fig. 70 Experimental setup of integrity diagnosis of bolted joint.
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する．計測条件はサンプリング周波数 100kHz，計測時間は 10s として 10 個のデー

タを取得した．解析はセンサアレイの右側領域を対象として行い，平均回数は 100と

する．

4.3.2 実験結果と考察

初めにボルト 1の締付トルクを変化させた時の実験結果について述べる． Fig. 72

にすべてのボルトが 25Nmの時の反射強度の空間－時間マップを示す．これより，空

間軸の原点付近とボルト締結部，右側境界の位置に反射強度のピークが生じている．

空間軸の原点付近に生じている反射強度のピークは波動分離誤差によるものと推察さ

れる．前章で扱った試験片と異なり，本試験片ではボルト締結部が構造物の特性に与

Fig. 71 Bolted joint.

Fig. 72 Spatial-time map of reflection intensity when tightening torques of all

bolts are 25Nm.
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える影響は小さくないため一様なティモシェンコはりの分散関係式とずれが生じてし

まったと考えられる．理論的には，波動分離により進行波と後退波に分離するとこれ

らの波動間の相関はないはずである．しかし，波動分離精度が悪化すると進行波と後

退波に相関性が生じてしまい，この相関は伝播距離に依存して位相遅れを持つもので

はないためセンサアレイ位置において反射強度のピークを現出させてしまう．そのた

め，このピークは見せかけの不連続点であり，前章で問題であった多重反射の問題を

引き起こすものではないと考えられる．ボルト締結部の反射強度のピークの時間変動

をフーリエ変換したものを Fig. 73に示す．これよりボルト締結部の反射強度の時間

変動がポンプ振動に同期していることがわかる．また，ボルト締結部の衝突振動に起

因して分数調波が生じている．

このボルト締結部の反射強度のピークを用いて損傷指標を計算する．ボルト 1 を

0Nm から 25Nm まで変えた時のボルト締結部の反射強度の時間変動を Fig. 74 に

示す．この時間変動の 100Hz 成分の振幅値を用いて損傷指標MI を計算したものを

Fig. 75に示す．M8ボルトの標準締付トルクは 12.5Nmとされている (100). よって，

Fig. 74の黄色の網掛け部は過少締付トルク域，水色の網掛け部は適正締付トルク域，

赤色の網掛け部は過剰締付トルク域を表す．これを見ると 15Nmで損傷指標が最も小

さくなっており過少締付トルク時および過剰締付トルク時には損傷指標が上昇してい

Fig. 73 Fourier spectrum of time fluctuation of reflection intensity at bolted

joint when tightening torques of all bolts are 25Nm.
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ることが見て取れる．

次にボルト 2を 0Nmから 25Nmまで変えた時の実験結果を示す．ボルト 2を 0Nm

から 25Nmまで変えた時のボルト締結部の反射強度の時間変動を Fig. 76に示す．こ

の時間変動の 100Hz 成分の振幅値を用いて損傷指標を計算したものを Fig. 77 に示

す．ボルト 2の締付トルクを変化させた場合には損傷指標はほぼ同じ値をとっており

締付トルクの変化に鈍感であることがわかる．また，この時の値はボルト 1を変化さ

せた時の過剰締付トルク時 5Nmの値と同じ程度の値をとっている．このことから，セ

ンサアレイに近いボルト 1の反射強度の影響によってボルト 2の反射強度の影響が反

映されていないことが考えられる．これは損傷検知の観点からはよくない結果ではあ

るが，ボルト締結部の両側からセンシングすることでボルト締結部の中の緩んでいる

ボルトの位置情報を得ることができる．

Fig. 74 Time fluctuation of reflection intensity at bolted joint when tightening

torques of bolt 1 is changed from 0Nm to 25Nm.
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Fig. 75 MI when tightening torques of bolt 1 is changed from 0Nm to 25Nm

(Yellow area : lower tightening torque, blue area : proper tightening torque, red

area : excessive tightening torque).

Fig. 76 Time fluctuation of reflection intensity at bolted joint when tightening

torques of bolt 2 is changed from 0Nm to 25Nm.
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Fig. 77 MI when tightening torques of bolt 2 is changed from 0Nm to 25Nm

(Yellow area : lower tightening torque, blue area : proper tightening torque, red

area : excessive tightening torque).
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4.4 結言

構造物の結合手法として最もよく用いられている手法の一つであるボルト締結に第

3章において提案した非線形波動変調に起因する反射強度の時間変動に基づく損傷位

置推定法を適用し，汎用的な損傷程度評価手法として用いることができる損傷指標の

提案を行った．その結果以下の結論を得た．

• ボルト締結によって圧縮負荷を受ける部材同士の接触面は軸力に依存して接触

状態が変化することを理論的に説明し，標準締付トルクを基準として過少締付

トルク時と過剰締付トルク時に損傷指標が上昇する仮説を立てた．

• 複数のボルト，ナットで構成されるボルト締結部を一つ有するはり試験片を用

いて締付トルク変化によるボルト締結部の健全性評価実験を行った結果，セン

サアレイに近いボルトの締付トルク変化に応じて損傷指標が変化すること，立

てた仮説のように標準締付トルクを基準として過少締付トルク時と過剰締付ト

ルク時に損傷指標が上昇することが確認した．

• その一方，損傷指標がセンサアレイから遠いボルトの締付トルク変化には鈍感

であり，センサアレイに近いボルトの締付トルクに起因する面接触状態を評価

していることが推測された．
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第 5 章 結論

5.1 本論文で得られた知見

近年，社会インフラ構造物の老朽化が問題となっており，現在の構造物をできる限

り長く供用を続けながら順次構造物の建て替えを行っていく必要がある．そのために

は，構造物の健全性を評価し適切なタイミングで補修を行っていく必要がある．しか

し，これまで要求性能を下回ってから補修を行う事後保全が行われており，この 20

年ほどで時間基準の予防保全を用いることが多くなってきた．しかし，時間基準の予

防保全では検査をしてから次回の検査までに損傷が発生，進展することで事故につな

がってしまうため，検査計画を立てる際に検査が十分な頻度になるように設定されて

いる．この無駄を省くため，状態基準の予防保全が求められている．状態基準の予防

保全では常に構造物の状態を監視することで要求性能を下回る直前まで供用を続け，

下回ることなく補修を行うことで部材の交換コストの削減につながるため期待されて

いるが現状では状態基準の予防保全は広まっていない．状態基準の予防保全を実現す

るための技術として構造ヘルスモニタリングシステムの概念がある．構造ヘルスモニ

タリングシステムとは，検査対象構造物にセンサやアクチュエータなどの検査システ

ムを埋め込み，有線または無線デバイスによりデータを収集することで検査領域に直

接アクセスすることなく検査をするものである．

一般的には検査は一回ごとの損傷検知によって損傷の検出，評価を行うのに対して

モニタリングでは継続的な損傷検知によって状態の変化を見る点が異なるとされてい

る．検査とモニタリングの双方において損傷検知手法は重要である．特に，振動や波

動に着目した損傷検知手法は検査，モニタリングの双方に適応可能であることや内部

に存在する損傷を検知することができる利点がある．超音波探傷検査は波動に着目し

た損傷検知手法であり，内部に存在し超音波の波長の 1/2～1/5 程度のサイズの微小

損傷に敏感であることから検査においてよく用いられている．しかし，疲労き裂やは

く離した接着面，ボルト緩みなどの接触面を有する損傷の検知が困難であるという問

題点がある．この問題点に対して接触界面における非線形性に着目した損傷検知手法

が提案されている．中でも非線形波動変調に基づく損傷検知手法はポンプ振動によっ

て接触界面の接触剛性を変動させるため，検査及びモニタリングの双方に適用可能な

損傷検知技術であり疲労き裂や複合材料のはく離，ボルト緩みなどの検出に有効であ
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ることが示されている．しかし，非線形波動変調に基づく損傷検知手法の既往研究で

は損傷位置の推定問題を扱ったものは少ない．

そこで本研究では，構造物維持管理に必要な検査及びモニタリングの双方に適用可

能な損傷検知技術として，損傷部における非線形波動変調に基づく損傷位置推定手法

を構築することを目的とした．特に 1次元構造物であるはりを対象構造物として，波

動伝播に着目した二つの損傷位置推定手法を提案した．

第 1章では，社会インフラ構造物の維持管理の現状について国内外の事例を紹介し，

保守点検作業の重要性を示した．これを受けて，検査やモニタリングの違いと双方の

重要性について述べた．次に，現状の検査技術として非破壊検査技術の概要と既往研

究について述べた．また，構造ヘルスモニタリングの概念について述べた後，構造ヘ

ルスモニタリングの分類と構成要素を示しそれぞれの構成要素に関する既往研究につ

いて述べた．検査とモニタリングの双方に有用である損傷検知技術として接触界面の

非線形性に着目した損傷検知手法として非線形超音波に基づく損傷検知手法と非線形

波動変調に基づく損傷検知手法を紹介するとともに既往研究を示した．最後に，これ

らの背景をもとに本研究の目的と論文構成を示した．

第 2章では，打音検査の高機能化を目的として，ポンプ振動としてインパクトハン

マ加振による振動を用いた損傷位置推定手法を提案した．初めに，打音検査の現状と

既往研究について問題点を示し客観的指標に基づく損傷位置検出および評価手法の必

要性を述べた後，非線形波動変調に基づく損傷位置推定の有用性について論じた．ま

た，本手法の基礎技術としてティモシェンコはり理論に則った振動計測から構造物を

伝播する波動成分を推定する波動分離法を提案した．その後，オイラーベルヌーイは

り理論に則った復調波動の伝播を表す理論式を導出し，復調波動場の分散関係式が復

調操作によりプローブ波動の周波数だけ周波数シフトしたものであることを示すとと

もに，入力するプローブ波動の振幅が復調波動場の変動成分の振幅にのみ影響を及ぼ

すこと，およびプローブ波動の位相が復調波動に影響を及ぼさないことを示した．次

に，単一の共振周波数で構成された定常な高周波波動が伝播するはり構造物に接触面

を有する損傷が存在する場合に，損傷位置におけるプローブ波動の散乱特性はポンプ

振動に同期して変動することに着目し，損傷位置におけるプローブ波動の散乱特性の

変動が復調波動場においてどのように伝播するかを数学モデルで記述し，損傷の両側

にプローブ波動の周波数における群速度で伝播することを示した．また，損傷から損

傷の両側に設置したセンサアレイまでの復調波動の到達時間差と伝播速度を用いた損
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傷位置推定式を提案した．提案した損傷位置推定式の有用性を示すためにポンプ振動

としてインパクト加振による振動を用いた損傷位置推定実験を行い精度よく損傷位置

推定ができることを示した．

第 3章では，従来の非線形波動変調に基づく損傷手法で必要であったプローブ波動

の周波数選択の作業を簡略化することを目的として，非線形波動変調に基づく損傷検

知手法と構造物を伝播する波動からインパクトエコー波形を求める手法を組み合わせ

ることで新たな損傷位置推定手法を提案した．初めに，構造物上を伝播する波動成分

から時変波動伝達関数を推定する手法を示し，推定した時変波動伝達関数から反射強

度の空間―時間マップを求めることで反射強度ピークとして損傷位置位置を推定する

方法を提案した．次に，プローブ波動として高周波域に帯域制限されたホワイトノイ

ズを用いる際に必要となる平均化手法を提案した．次に，模擬損傷を設けたはり試験

片を用いた損傷位置推定実験を行い，単一の損傷を含む場合には提案した損傷位置推

定手法により損傷位置において反射強度ピークが現れることを確認した．また，接触

面を有する損傷の位置における反射強度の時間変動がポンプ振動に同期して変動する

こと，固定境界位置における反射強度の時間変動は特定の周波数成分に同期していな

いことを示した．複数の損傷が存在する場合には，センサアレイに最も近い損傷位置

の推定および接触面を有する損傷であるかの判定が可能であり，そのほかの損傷につ

いては正確な推定，判別は困難であることを示した．これは損傷間において生じる多

重反射が原因である．

第 4章では，構造物の結合手法として最もよく用いられている手法の一つであるボ

ルト締結に第 3章において提案した非線形波動変調に起因する反射強度の時間変動に

基づく損傷位置推定法を適用し，損傷程度の評価を行うための損傷指標の提案を行っ

た．初めに，ボルト締結の緩みのメカニズムについて説明したのち，ボルト緩み防止

手法について述べ，ボルト締結部のモニタリング手法に関する既往研究について概要

を示すとともにこれらの手法がボルト締結の健全性評価に特化した手法であることを

示した．次に，本研究の利点を示した後，反射強度ピークの時間変動振幅とピークの

平均値からなる損傷評価指標を定義した．定義した損傷評価指標を用いたボルト締結

部の健全性評価が可能であることを示すために，複数のボルトで構成されるボルト締

結部を一つ有するはり試験片を用いたボルトの健全性評価実験を行った．その結果，

センサアレイに近いボルトの過少締付トルク時と過剰締付トルク時に損傷評価指標が

上昇すること，センサアレイから遠いボルトの締付トルク変化には鈍感であることを

83



示した．

以上のように，本論文は接触面を有する損傷の検知技術として非線形波動変調に基

づく損傷検知手法について研究を行ったものである．提案した波動伝播に着目した二

つの損傷位置推定手法によって打音検査の高機能化や従来の非線形波動変調に基づく

損傷検知手法ではできなかった損傷位置の検出，さらに接触面を有する損傷位置の反

射強度の情報による損傷程度評価が可能であることを示した．

5.2 今後の展望

本論文で提案した二つの損傷位置推定手法に関して今後の展望を述べる．

初めに打音検査の高機能化を目的として開発した手法について述べる．

• 本手法はプローブ波動に生じる変調を振幅復調した復調波動を用いて損傷位置

推定を行った．ここで高周波波動の振幅のみでなく位相にも変調は生じる．そ

のため，位相復調した復調波動を用いた損傷位置推定も可能であると考えられ

る．位相復調を用いた損傷位置推定において問題なのはインパクトハンマ加振

によって高周波波動の位相に生じる位相変調の変動幅が 2π を超えてしまう点

である．現在この問題に取り組んでおり，解決できれば振幅復調波動と位相復

調波動の両方を用いた新たな損傷位置推定手法の提案が可能になると考えられ

る．

• 本手法では損傷の両側にセンサアレイが存在する状態を仮定している．しかし

損傷の片側にセンサアレイが存在する場合に損傷位置を推定できることが望ま

しい．本手法ではプローブ波動として単一の周波数の正弦波を用いているが，

プローブ波動として曲げモードを用いていることから分散性がある．そのため，

十分離れた二つの周波数の正弦波をプローブ波動として入力すると復調波動の

伝播速度である群速度は分散性のために異なるため，センサアレイまでの到達

時間差が生じると考えられる．この到達時間差に着目することで新たな損傷位

置推定手法が提案できると考えられる．

次に反射強度の空間－時間マップを求めることで損傷位置を推定する手法について

述べる．
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• 提案した損傷位置推定手法では複数の反射点が存在する場合にはセンサアレイ

から見て最も近い反射点の情報しか正確に求めることができなかった．これは

エコー波の伝播経路中で一回反射する波動の情報のみを取り扱っていることが

原因であると考えられる．この問題は検査領域に入力される波動を基準として

波動伝達関数を定義しているためであり，検査領域に入力される波動とセンサ

アレイから見て一つ目の反射点で反射した波動の波動伝達関数，一つ目の反射

点を透過した波動と二つ目の反射点で反射した波動の波動伝達関数，二つ目の

反射点を透過した波動と三つめの反射点で反射した波動の波動伝達関数，とい

うように一つ目の反射点から順にエコー波の伝播経路ごとに情報を分離して波

動伝達関数を求めることができれば，二つ目以降の反射点の情報を正確に求め

ることができると考えられる．

• 反射強度のピーク情報を用いた損傷評価指標を提案し，ボルト締結部の健全性

評価を行った結果，締付トルクの変化に応じて損傷指標が変化することを示し

た．しかし，締付トルクが変化したときにボルト締結部の接触面の接触状態が

どの程度ポンプ振動に同期して変動するかは未知である．このボルト締結部の

振動特性を把握することが必要である．

最後にどちらの手法についても検討が必要な項目を示す．

• 本実験で用いたはり試験片の断面形状は長方形断面であったが，実際の構造部

材は H鋼材などの複雑な断面形状をしており波動伝播形態も複雑である．様々

な断面形状に適用するためにはそれぞれの断面形状における波動の伝播形態を

把握することが重要である．

• 本手法は一次元構造物としてはり試験片を用いて実験を行ったが，実際の構造

物は複数のはり部材が接合されている．今後，トラス構造などの複数部材で構

成される構造物に本手法を適応することを検討する必要がある．

• 本手法では一次元構造物に限定して構造物損傷の位置推定を行ったが，実構造

物には二次元構造物も多く存在するため二次元構造への拡張が求められる．反

射強度の空間－時間マップを求めることで損傷位置を推定する手法については
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波動の伝播経路が一軸上にある一次元構造物の場合と異なり無数の伝播経路を

持つため拡張は困難であると考えている．一方，インパクトハンマ加振をポン

プ振動として用いた手法は損傷から出力された復調波動の直達波をセンサアレ

イで計測しているため，センサアレイを少なくとも 2か所に設置することで二

次元構造物に拡張することができると考えている．
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をいただきました．また，本論文を作成するにあたり，御査読と御助言を賜りました．

ここに深く感謝いたします．

京都工芸繊維大学工芸科学研究科機械システム工学部門の村田滋教授には，本論文

を作成するにあたり，御査読，御討論を賜りました．心より深く感謝いたします．

京都工芸繊維大学工芸科学研究科機械システム工学部門の澤田祐一准教授には，博

士後期課程在籍中の長きにわたり本研究について有益なご助言をいただきました．ま

た本論文を作成するにあたり，御査読，御討論を賜りました．心より深く感謝いたし

ます．

また，防振システム工学研究室から精密加工研究室へ移られた京都工芸繊維大学工

芸科学研究科機械システム工学部門射場大輔准教授には，学部 4年生時には本研究室

において研究に関してご指導を賜り，博士前期課程，博士後期課程においては研究生

活を送るにあたり様々なご支援をいただきました．深く感謝いたします．

6 年間研究生活に邁進することができましたのは，ひとえに先生方のご支援を賜る

ことができたからであります．

実験を行うにあたりものづくり教育研究支援センターの技術職員の皆様には設計，

加工に関してご指導，ご協力いただきました．川崎晃技術職員にはセンターにおける

設計，加工指導にとどまらず研究生活の様々な場面で叱咤激励を賜りました．ここに

心より御礼申し上げます．

防振システム工学研究室で 6年間の研究生活を送るにあたりお世話になりました研
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究室の卒業生ならびに在校生に感謝いたします．学部 4年生から 2年間ともに前研究

テーマを遂行していただきました高橋祐輔氏には研究を行うにあたり非常に多くのご

助言，ご指導をいただきました．また青木淳祐氏には修了後にも関わらず本研究テー

マを始めるにあたり様々な知識をご教示いただくとともにご助言を賜りました．本研

究を遂行するにあたり，ともに研究を行ってきた笹原淳平氏，小川雄也氏，山内康弘

氏，秋定あかね氏には実験の手助けや討論を通じて研究に対する様々なご意見をいた

だきました．今年度よりともに研究を行ってきた竹内和也氏には長時間にわたる実験

へご協力いただきました．心より御礼申し上げます．

精密加工研究室の本宮潤一氏には研究活動，とりわけ学会活動において積極的に活

動する姿勢に同じ博士後期課程の学生として刺激を受けました．ここに感謝の意を表

します．

公益財団法人中部電気利用基礎研究振興財団にはASME 2014 International Design

& Engineering Technical Conferences and Computers & Information in Engineer-

ing Conferenceに参加，口頭発表するにあたり国際交流援助（海外渡航費）を助成い

ただきました．本論文の基礎となった学術論文に関する助成に対し深く感謝しており

ます．

最後に，大学進学より博士後期課程まで 9年間の長きにわたる学生生活を支えてい

ただいた両親に深く感謝いたします．
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